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概要書 
 
 本論文では、地方自治体が実施している国際化関連事業および国際協力事業を、「質・
量」の両面から評価する上で、その前段階として必要な分析を行なった。具体的には、地
方自治体の国際化関連事業および国際協力事業の実施目的を、データを用いて明らかにし
た。また、地方自治体における国際化関連事業および国際協力事業の実施規模が、どのよ
うな要因に基づいて決定されるのかを、重回帰分析を通じて明らかにした。 
 今回は、全国の自治体における議論を行う前の第一歩として、特に群馬県のケースに着
目した。なお、「国際化関連事業」とは、地域の国際化に関わるあらゆる事業であり、具
体的には「国際交流事業」や「多文化共生事業」などが該当する。一方で「国際協力事業」
とは、自治体が独自で行なう途上国支援事業であり、政府による ODA と極めて近いで性
格の事業である。 
 また、事業の「質的評価」に関する本論文での定義は、事業の目的や目標がどの程度ま
で達成されているかを判断することである。また「量的評価」の定義は、事業の実施規模
が適正な水準にあるか、過大（過小）ではないかを判断することである。 
 
 まず、事業の「質」に関する評価基準を考えるために、国際化関連事業および国際協力
事業の目的の明確化を試みた。なぜならば、事業評価における「質」的な指標を考えるた
めには、まずは事業の目的を明確に定義する必要があるからである。その上で、目的がど
の程度まで達成されているのかを判断することこそが事業の「評価」である。 
 具体的な分析としては、1993 年度から 2010 年度までに群馬県が実施した国際化関連事
業（国際協力事業を含む）の全データを独自に入手し、その内容を個別に確認した上で、
施策体系に基づく分類を行なった。群馬県の国際化関連事業には「人材育成」「多文化共
生」「国際交流」「国際協力」「基盤整備」という 5 つの目的があり、中でも「人材育成」「国
際交流」に対するウェイトが高い、という明確な傾向が見られた。「事業評価基準の構築」
を考えるためには、「人材育成」や「国際交流」の「質」を測定できるような指標が重要
となってくる。 
 一方で、群馬県の国際協力事業に関しては、今回の分析を通じて事業目的を明確化する
ことが出来なかった。しかしながら、群馬県の国際協力事業には、「国の ODA の規模縮小
版」とは異なる、独自の傾向が明確に存在していた。まず、国際協力の対象国で見ると、
「南米」重視という群馬県独自の傾向があった。また、事業セクター別で見ると「教育」
「農業」分野の事業を集中的に実施している、という明確な傾向が見られた。このように、
群馬県独自の傾向が明らかに存在している以上、県として何らかの独自の目的を持って実
施されているのだと考えることが出来る。今後は、その目的に関する更なる考察が重要に
なってくるであろう。 
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 また、事業の「量」に関する評価基準を考えるために、自治体における国際化関連事業
および国際協力事業の規模が、どのような要因によって決定されているのかを探った。国
際化関連事業および国際協力事業は、全ての県が毎年必ず実施をすべき、という「義務的
事業」ではない。各県がそれぞれの状況に応じて、分相応な規模で行なう「裁量的事業」
である。各県にとっての「分相応」な事業規模を判断するためには、どのような指標が有
効なのであろうか。 
 具体的には、国際化関連の事業費を被説明変数とした重回帰分析を行い、群馬県におけ
る国際化関連の事業規模の決定要因を探った。群馬県の国際化関連事業の規模は、「県内
GDP」「県債発行額比率」と正の相関があることが明らかになった。「県内 GDP」に関し
ては、県内の経済状況が上向くほど国際化関連支出は増加するという仮説が立てられた。
一方、「県債」は県にとっての借金であり、「借金が増えるほど、国際化関連支出が増える」
というのは一見して不可解な結果である。また、他県との比較を行なう中で、「自治体に
おける国際化関連事業の規模は、県内の人口に比例する」「予算規模が大きいほど、国際
化関連事業費の対一般会計予算比率は大きくなる」という仮説が導かれた。自治体が行な
う国際化関連事業を「量」的に評価するためには、これらの財政指標を活用することが有
効であると思われる。 
 また、群馬県が実施する国際協力事業費に関しても同様に、重回帰分析を通じてその決
定要因を探った。結果として、「一般会計予算」「公債費比率」「県債発行額比率」とは正
の相関が、「外国人登録者数」とは負の相関があることが分かった。「一般会計予算」の規
模が大きくなるほど国際協力支出が大きくなるというのは、極めて理にかなった結果であ
る。一方で「公債費比率」「県債発行額」「外国人登録者数」に関しては、一見して不可解
な結果となってしまった。それでも、この分析結果を正しいとするならば、自治体が行な
う国際協力事業を「量」的に評価するためには、これらの財政指標を活用することが有効
であると思われる。 
 具体的な評価方法としては、例えば全都道府県における国際化関連支出や国際協力支出
の決定要因を明らかにし、その回帰モデルを特定の県に当てはめる方法が考えられる。こ
れにより、自県の国際化関連支出および国際協力支出が、全国平均と比べて過大であるか
過小であるかが判断できるはずである。 
 
 なお、本論文における副次的な目的として、日本の ODA データの「漏れ」を把握する
という狙いがある。日本の ODA データは OECD/DAC の基準により国際的に公開されて
いるが、そこに含まれるのは日本政府が実施している事業のみである。しかしながら、近
年は地方自治体においても ODA と極めて近い性格の事業が行われている。そして、自治
体の国際協力事業は、現状として各県の各部署がばらばらに実施しており、全体像の把握
が困難だという課題がある。当然ながら、定量的なデータが存在しておらず、日本の ODA
支出の「漏れ」となっているのである。今回の分析を通じて試算した結果、全国都道府県
における国際化関連事業費の合計額は 260 億円から 390 億円、同じく国際協力事業費の合
計額は約 20 億円という規模である。 
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第 1 章 はじめに 
1.1 問題意識 
 グローバル化の波がますます加速する中で、地方自治体においても「国際化」という言
葉が叫ばれて久しい。各都道府県や市区町村では、姉妹都市交流に代表される「国際交流
事業」や、外国人にも住みよい環境を作らんとする「多文化共生事業」が推進されている。
本論文では、地方自治体の国際化に関わるこれらの事業を総じて、「地方自治体の国際化
関連事業」と呼ぶことにする。「国際化関連事業」の中には、途上国を対象にした自治体
独自の「国際協力事業」も含まれている。 
 しかし、地方自治体の国際化関連事業や国際協力事業には問題点も少なくない。筆者が
最大の課題であると考えるのは、「明確な事業評価基準が存在しない1」という問題である。
自治体の国際化関連事業および国際協力事業の財源は、その大部分が一般会計予算による
ものであり、原資の大半は地方税である。住民の税金を使って実施されているのだから、
当然その効果を測定し、効率的な実施に努める必要がある。 
 事業の評価をするためには、「質・量」両面からの議論が不可欠であることは言うまで
もない。事業の「質的評価」に関する本論文での定義は、事業の目的や目標がどの程度ま
で達成されているかを判断することである。また「量的評価」の定義は、事業の実施規模
が適正な水準にあるか、過大（過小）ではないかを判断することである。 
 事業評価における「質」的な指標を考えるためには、まずは事業の目的を明確に定義す
る必要がある。その上で、目的がどの程度まで達成されているのかを判断することこそが、
事業の「評価」である。自治体の国際化関連事業はどのような目的のもと、どのようなポ
イントに重点を置いて実施されているのであろうか。それを知らずして、評価のための基
準を考えることは出来ない。 
 また、事業を「量」的な側面から評価するためには、各自治体にとっての「分相応」な
事業規模を示す基準を考えなければならない。なぜならば国際化関連事業は、各県がそれ
ぞれの財政・経済状況2に応じて分相応な規模で行なう「裁量的事業」であり、全ての県
が毎年必ず実施をすべき、という「義務的事業」ではないと筆者は考えるからである。 
                                                 
 
 なお、副次的な目的として、日本の ODA データの「漏れ」を把握するという狙いがあ
る。日本の ODA データは OECD/DAC の基準により国際的に公開されているが、そこに
含まれるのは日本政府が実施している事業のみである。しかしながら、地方自治体におい
て実施されている国際協力事業は ODA と極めて近い性格の事業であり、それらは日本に
とっての ODA データの漏れとなっているのである。 
 
 
 
1 自治体において、国際化関連事業の定量的評価が行われていないのは、「評価基準が明確でないこと」
だけが理由ではない。この件に関しては、第 8 章で少し述べるつもりである。 
2 一般的に事業の決定は「政治」と「経済」双方の影響を受けると思われるが、本論文においてはあく
まで「経済（財政を含む）」だけに着目し、「政治」に関する議論は今後の研究課題としたい。 
 7
1.2 本論文における成果 
 本論文では、全国の自治体における国際化関連事業および国際協力事業について考える
ための第一歩として、特に群馬県のケースに着目した。具体的には、1993 年度から 2010
年度までに実施された国際化関連事業（国際協力事業を含む）の全データを独自に入手し、
その内容を個別に確認した上で、施策体系に基づく分類を行なった。この分析によって、
群馬県の国際化関連事業および国際協力事業の実施傾向や重点ポイントが明らかになり、
更には県がこれらの事業に取り組む目的も見えてきた。これは、自治体の国際化関連事業
および国際協力事業の「質」的な評価基準を考える上での重要な情報である。 
 また、国際化関連事業費や国際協力事業費を被説明変数とした重回帰分析を行い、群馬
県における国際化関連事業および国際協力事業の規模の決定要因を探った。その結果、自
治体にとっての国際化関連事業および国際協力事業の「分相応」な実施規模を考える上で
の重要な指標に関して、仮説を構築できた。これにより、国際化関連事業およぶ国際協力
事業の「量」的な基準を考えるための一助とするものである。 
 本論文におけるこれらの取り組みが、自治体の国際化関連事業および国際協力事業にお
ける明確な評価基準構築における第一歩となれば、筆者にとってはこの上ない喜びである。 
 
1.3 先行研究における議論 
 地方自治体の国際化関連事業や国際協力に関する先行研究は、個別の事業に焦点を当て
たケーススタディが多い。一方で、県の国際化の全体像に着目した研究はあまり行なわれ
ていないようである。また、自治体の国際化関連事業や国際協力を取り上げた書籍もあま
り発行されておらず、『地方自治体の国際協力』（吉田、2001）など、数えるほどしか存在
しない。 
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第 2 章 アプローチ設定 
2.1 なぜ、群馬県なのか 
 本論文の執筆に先立ち、全国都道府県の国際化に関する情報収集を筆者が行なう中で、
自治体の情報公開レベルの低さを痛感するに至った。大抵の場合、姉妹都市交流などの事
業がホームページ上でいくつか紹介されている程度で、具体的な事業内容や予算について
の体系的な資料はほとんど入手できなかった。 
 こうした中において群馬県では、県の国際化事業について取りまとめた「ぐんまの国際
化の現状」という詳細な資料が、1 年度分だけではあるが、インターネット上で公開をさ
れていた。その後、群馬県庁の生活文化部国際課と連絡を取り、最終的には現地を訪問す
ることで、過去 20 年近くに渡って同様の資料を閲覧させて頂くことが出来た。こうした
点からも、群馬県は早期から国際化に対する高い意識を持ち合わせていたのではないかと
思われ、全国の自治体について考える上でのケーススタディとして取り上げるに値すると
判断をしたのである。 
 なお本論文の目的は、あくまで「地方自治体の国際化関連事業、および国際協力事業に
ついて」考えることである。群馬県のケースに着目することを通じて、全国の自治体にお
ける国際化関連事業について、仮説構築することを目指すものである。 
 
2.2 分析の方向性 
 第 3 章では群馬県の「国際化関連事業」全体に着目する。どのようなポイントに重点を
置いて事業が推進されているのかを明らかにすることで、曖昧な事業目的の明確化を図る。
群馬県の国際化関連事業が、例えば日本政府が行なう ODA と同じような「国際貢献」や
「貿易促進」の目的をもって実施されているとすれば、同様の基準をもって事業評価を行
なうことができるであろう。一方、日本の ODA とは明確に異なる目的が存在するのであ
れば、適切な評価基準を別途考える必要が出てくる。 
 第 4 章では群馬県の「国際協力事業」に着目する。この事業は、日本の ODA（技術協
力）と非常に近い性格のものである。事業の全体像や傾向を明確にすることで、自治体が
あえて国際協力事業を行う目的や、それを踏まえた評価基準の構築について考える。 
 第 5 章では、国際化関連事業や国際協力事業に関して、群馬県と神奈川県のケースを通
じて比較する。都道府県ごとの比較によって、第 4 章までの分析によって判明した群馬県
の特徴が、県に特有のものなのか、あるいは各自治体に共通のものなのかを判断するため
の一助とする。また、都道府県ごとの独自性が、どのような要因によって決定されている
のかを明らかにするための、有益な情報が得られることも期待される。 
 なお、第 5 章までの分析は、いずれも国際化関連事業や国際協力の「質」的評価基準を
考えるためのものである。それに対して第 6 章では「国際化関連事業」の規模がどのよう
な要因に基づいて決定されるのかを明らかにすることで、「量」的な評価基準構築のため
の第一歩を踏み出すものである。具体的には、「国際化関連事業費」の時系列データを被
説明変数として、重回帰分析を行う。 
 第 7 章では、特に「国際協力事業」に着目し、第 6 章と同様の分析手法で、事業規模の
決定要因を探っていく。 
 最後の第 8 章では、本論文におけるまとめ・考察と、関係各所への提言、今後の研究課
題などについて述べる。 
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第 3 章 群馬県の国際化関連事業 
3.1 国際化関連事業の定義 
 本章では、群馬県の国際化関連事業の「質」的評価基準構築のための第一歩として、県
の国際化関連事業の目的の明確化を試みる。事業の目的を知らずして、事業の「質」を評
価することはできないからである。 
 本節ではまず、本論文における「群馬県の国際化関連事業」の定義を述べる。群馬県で
は平成 5 年度から『ぐんまの国際化の現状3』という資料が生活文化部国際課によって毎
年作成されている4。この資料内の「国際化関連事業一覧」に掲載されている事業を、「群
馬県の国際化関連事業」であるとして分析に利用する。
 なお、生活文化部国際課へのインタビューによると、資料内の「国際化関連事業一覧」
に関して明確な掲載基準は特に設けられていない。県庁内の各箇所に対してアンケート形
式の用紙を配布し、各々が「国際化（多文化共生）に関係する事業である」としたものを
全て掲載する、という方針で「国際化関連事業一覧」は作成されているそうである。また、
この「ぐんまの国際化の現状」は予算を組んで正式に作成されたものではなく、あくまで
参考資料として編纂されているとの事であった。 
 「国際化関連事業一覧」の形式は、次ページの図表 3-1 の通りである。具体例として、
平成 20 年度の事業一覧の中から、適当なものを筆者がいくつか抜粋して作成した。一覧
には様々な項目が掲載されているが、開始年度、期間、人数に関しては空欄になっている
ケースも多く、必ずしも形式が遵守されているわけではない。また、当初予算が空欄にな
っているケースに関して、生活文化部国際課に問い合わせたところ「県予算がゼロの場合
や、他の項目に計上されている場合は空欄になっている」という旨の回答を受けた。この
「当初予算欄が空白であるか、またはゼロである」事業に関しては、本論文では「予算が
0 円の事業が存在している」ものとして扱うことにする。 
 なお、この論文の最後に、参考資料として平成 20 年度の事業一覧を全て掲載する。群
馬県において具体的にどのような国際化関連事業が行なわれているのか、そのおおよその
イメージを掴んでいただければ幸いである。 
 
 
3 『ぐんまの国際化の現状』の作成は平成 6 年度から始まっているが、平成 5 年度には『群馬の国際交
流』という名前で同様の資料が作成されている。 
4 『群馬の国際交流』は昭和 63 年度、平成 3 年度、平成 5 年度に作成されているが、昭和 63 年度版と
平成 3 年度版に関しては事業予算が掲載されておらず、事業一覧だけが掲載されているという状況であっ
たので、今回の分析には利用しなかった。なお、生活文化部国際課へのインタビューによると、それより
も更に過去の資料に関しては「恐らく、作成していない」との事であった。 
図表 3-1：国際化関連事業一覧の形式（平成 20 年度版より引用して作成） 
 
H20 年度実績 
担当部局 担当課 事業名 
開始
年度 事業内容 期間 人数 
H20 
当初予算額 
（千円） 
総務部 人事課 
自治体国際化協会
海外事務所派遣 
  
海外における勤務及び生活を体
験する機会を与えることにより、
国際化に対応できる人材育成を
図ることを目的とする。 
1 年間東京本部 
2 年間海外事務所
勤務 
2   
企画部 広報課 
ＦＭぐんま情報 
トッピング 
H4 
日本の生活様式や暮らし方、市
町村役場の利用の仕方などを英
語・ポルトガル語で紹介。 
H20.4.1～ 
H21.3.31 
－ 19,903 
生活文化部 
少子化対策 
・青少年課 
内閣府東南アジア 
青年の船事業受入
  
内閣府が実施する東南アジア青
年の船事業の日本国内地方プロ
グラムの受入を行う。 
    0 
環境森林部 環境政策課 
JICA 草の根技術 
協力事業 
H19 
森林管理のために必要な技術の
移転 
H20.6.11～8.23 2 7,949 
                
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 
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3.2 国際化関連事業の目的 
 群馬県の国際化関連事業は、一体どのような目的で推進されているのであろうか。これ
を知らずして、事業の評価を考えることはできない。 
 事業目的を知るためには、まずは当事者に直接聞いてみるのが何よりも簡単で確実であ
る。群馬県庁の生活文化部国際課へのインタビューによると、県の国際化関連事業は「群
馬県国際化推進プラン5」に基づき実施されている。このプランによると、群馬県が国際
化を推進すべき背景として、次のような 2 点が挙げられている。 
                                                 
 
（1）国際的な相互依存関係の深まりにより、あらゆる面で世界の国々と友好関
係を築いていかなければならないが、国だけではその多様性や人的資源において限
界があり、地方が主体的に国際交流・協力を進めることが必要になっている。 
（2）県内における在住外国人の数が急増しており、医療、教育、住宅、福祉等
の問題への対応を求められている。 
 
（引用文献：群馬県生活文化部国際課「群馬県国際化推進プラン」『ぐんまの国際化の現
状 平成 7 年度版』、1996 年、p.2） 
 
つまり、「県外（国外）との関係強化」と「県内の国際化推進」という 2 つの目的で、自
治体の国際化事業を進めていくのだという意図が読み取れる。 
 
5 群馬県における国際化施策推進の基本方針。このプランは平成 7 年度版の『ぐんまの国際化の現状』
に掲載されており、平成 7 年度を初年度とし、平成 12 年度を目標年次としている。しかし、平成 12 年
度以降に同様のプランが新たに策定された形跡がないことから、このプランが今日でもある程度の妥当性
を有していると考える。 
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 また、群馬県が国際化を推進することによって得られるメリットに関しては、次のよう
な 4 点が挙げられている。 
 
（1）国際交流を通じて、異なった国や地域の歴史、文化、生活、習慣、価値観
を学び、相手方を理解、尊重し、しかも、自分の考えを明確に伝えられる、国際社
会にふさわしい、主体性と多元的な思考を備えた県民が育成される。 
（2）地域の特性を生かし長期的な展望に立った国際化の推進は、東京一極集中
を是正して、多極分散型国土の形成に資するとともに、本県の経済・社会の活性化
をもたらす6。 
（3）地域における国際化は、現代の明治維新であり様々な事業を既成概念にと
らわれず、自由な発想で独自に推進することができる分野であり、本県において世
界各国、地域と直接交流することを通じて、自分達の地域は、自ら納めるという真
の地方自治の意識を育てる7。 
（4）現在、世界は相互依存関係によって成り立っており、一国だけの反映を享
受することは許されない情勢になっている。本県が持つさまざまな分野における人、
技術、文化などの資源を国際交流、協力等の場面で活かすことにより、人と人、地
域と地域の相互理解が促進され、ひいては世界の平和と繁栄に寄与することができ
る。 
 
（引用文献：群馬県生活文化部国際課「群馬県国際化推進プラン」『ぐんまの国際化の現
状 平成 7 年度版』、1996 年、p.3） 
 
（2）（3）は先ほどの「県内の国際化推進」に対応し、（4）は「県外（国外）との関係強
化」に対応していると考えられる。また、（1）は県外（国外）との交流を通じて「人材育
成」を推進していくという意図が見られる。 
 いずれにせよ、これらの目的はいささか理想主義的であり、事業評価の基準に用いるに
はあまりに曖昧な内容となっている。 
 
                                                  
6 「多文化共生事業」を推進し、多くの外国人を県内に呼び込むことで、地域経済の活性化を実現する
という狙いがあると思われる。 
7 地域の国際化の推進が本当に地方自治の意識を育てるのか、いささかの疑問は残る。 
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3.3 国際化関連事業の分類 
 前節で確認した通り、群馬県における国際化施策推進の基本方針を確認するだけでは、
国際化関連事業の実施目的を明確に把握することはできなかった。ここから先は客観的な
データのもと、群馬県の国際化関連事業における重点ポイントを明らかにする。まずは事
業の分類を行ない、各分類についての分析を進めていく。図表 3-2 は、「群馬県国際化推
進プラン」に掲載されている国際化の施策体系である。群馬県の国際化関連事業は、この
施策体系に基づいて実施されていると考えられる。これによれば、 
 
「国際社会にふさわしい人づくり」 
「外国人にも住みやすい地域づくり」 
「グローバルな交流の推進」 
「世界の平和と繁栄に協力」 
「国際化施策推進のための基盤整備」 
 
という 5 つの施策が挙げられており、それぞれの施策のもと「人材育成」「国際交流」「多
文化共生」「国際協力」「基盤整備」が推進されている。前節で確認した内容を踏まえて、
群馬県における国際化推進の目的と、それに対応する事業について筆者がまとめたものが
図表 3-3 である。「県外（国外）との関係強化」と「県内の国際化推進」という 2 本の柱
があり、その根底には「人材育成」という目的が存在している、という構図である8。 
 本論文では、1993 年度から 2010 年度かけて実施された群馬県の国際化関連事業につい
て、その事業内容を個別に確認し、施策体系における 5 項目のいずれに該当するか、分類
を行なった。その結果を示したものが図表 3-4 である。なお金額は名目値であり、インフ
レの影響はここでは考えない。 
 これら 5 項目に当てはまらない事業は「その他」という分類にした。例えば「リゾート
海外視察研修」や「欧州都市計画総合調査団」といった事業がこの項目に該当している。
また、複数の項目に該当すると思われる事業に関しては、最も近い項目に分類した。なる
べく矛盾がないような一貫性のある分類を心掛けたが、最終的には筆者の主観による判断
であることを付け加えさせていただく。 
 また、今後の議論においては下記のような略称を用いることがある。 
 
国際社会にふさわしい人づくり：「人材育成」 
外国人にも住みやすい地域づくり：「多文化共生」 
グローバルな交流の推進：「国際交流」 
世界の平和と繁栄に協力：「国際協力」 
国際化施策推進のための基盤整備：「基盤整備」 
                                                  
8 曖昧な表現ではあるが、群馬県の国際化関連事業の全体像をイメージしてもらうために、あえて図表
3-3 を掲載した。各項目の重要度のバランスについては、今後の分析を通じて徐々に明らかにしていく。 
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図表 3-2：群馬県における、国際化関連事業の施策体系 
 
国際化施策の推進
 
グローバルな交流の推進
外国人にも 
住みやすい地域づくり
世界の平和と繁栄に協力
国際化施策 
推進のための基盤整備
国際社会に 
ふさわしい人づくり 
地域社会への参加、交流推進
安心して生活できる環境の整備
世界との交流促進
意識啓発
情報提供、相談体制の整備
国際社会に対応できる人づくり
地球規模の課題への取組
国際協力活動の推進
文化、教育、学術、 
スポーツ交流の推進
地域産業、観光の 
国際化の推進
国際関係 
情報ネットワーク整備
推進体制の整備 
活動拠点の確保 
国際理解の普及・啓発
学校教育の国際化の推進
地域リーダーの育成 
自治体職員の人材育成
情報提供、相談体制の充実
公共施設等の外国語、 
ローマ字表記
県政に外国人の意見を反映
地域活動への参加 
医療、保健、福祉、 
社会保障施策の充実 
交通、防災、治安、 
    防犯施策の充実 
教育、保育施策の充実
就労、住宅施策の充実
姉妹・友好交流 
近隣諸国との交流推進
県民の手による交流推進 
文化交流の促進 
教育、学術交流の促進 
スポーツ交流の促進 
経済交流の促進 
中小企業の国際化支援 
国際観光の振興 
国際協力活動の普及・啓発
県民の特性を生かした 
   協力の推進
地球環境問題の普及・啓発
世界平和への取組 
（財）群馬県国際交流協会の 
          事業展開
県、市町村の組織強化と 
      職場環境の整備 
県庁組織の体制強化 
関係団体とのネットワーク強化
海外情報のネットワーク強化 
広報活動の推進 
既存施設の有効利用 
国際関係機関の誘致 
 15
図表 3-3：群馬県における国際化推進の目的と、対応する事業のイメージ 
 
目的：国際化の推進 
事業：国際化施策推進のための 
基盤整備 
目的：県内の国際化推進 
  事業：外国人にも 
     住みやすい地域づくり 
目的：県外（国外）との関係強化
  事業：世界の平和と繁栄に協力 
    グローバルな交流の推進 
目的：人材育成 
事業：国際社会にふさわしい人づくり 
 
 
※筆者が独自に作成。 
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図表 3-4：群馬県の国際化関連事業 分類別の事業費および事業数（千円） 
 
 
国際社会に 
ふさわしい 
人づくり 
外国人にも 
住みやすい 
地域づくり 
グローバルな 
交流の推進 
世界の平和と 
繁栄に協力 
国際化施策 
推進のための 
基盤整備 
その他 合計 
  事業費 事業数 事業費 事業数 事業費 事業数 事業費 事業数 事業費 事業数 事業費 事業数 事業費 事業数 
1993 175,645 28 9,676 5 106,533 22 62,363 9 5,366 2 29,926 17 389,509 83 
1994 144,165 29 160,188 13 266,092 31 58,649 10 139,236 10 1,466 2 769,796 95 
1995 229,428 30 167,289 8 242,435 26 59,299 10 145,339 9 23,400 7 867,190 90 
1996 244,716 34 143,475 12 341,807 35 113,431 16 143,863 9 19,095 7 1,006,387 113 
1997 251,058 33 142,481 10 287,318 30 67,872 16 167,640 10 16,055 5 932,423 104 
1998 244,864 31 131,452 9 450,176 28 86,162 15 161,579 9 3,853 1 1,078,086 93 
1999 218,282 30 271,867 7 253,154 26 92,704 16 154,878 7 2,210 1 993,095 87 
2000 217,543 26 37,965 6 190,868 27 89,253 11 51,775 7 0 0 587,404 77 
2001 213,938 32 46,236 6 197,745 26 74,198 10 22,819 6 1,834 1 556,770 81 
2002 207,383 37 58,274 7 179,382 24 71,295 14 74,001 7 2,863 1 593,198 90 
2003 189,997 37 46,101 4 135,270 12 58,289 16 90,027 7 0 0 519,684 76 
2004 53,376 33 42,410 6 137,744 17 43,630 27 106,362 7 0 0 383,522 90 
2005 143,934 29 41,172 17 193,688 20 38,782 20 120,338 7 0 0 537,914 93 
2006 116,707 21 76,094 13 120,640 18 33,637 17 122,097 7 0 0 469,175 76 
2007 125,156 18 25,447 15 142,632 21 36,002 14 124,177 8 0 0 453,414 76 
2008 133,386 19 15,156 19 81,801 23 31,082 11 100,067 5 0 0 361,492 77 
2009 119,685 14 14,146 14 57,896 18 23,618 10 106,641 6 0 0 321,986 62 
2010 123,684 14 34,609 17 199,073 24 12,203 9 115,760 10 0 0 485,329 74 
 
※四捨五入の都合で、分類別の金額と合計額とが一部一致しない場合がある。 
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3.4 基本統計量分析 
3.4.1 「国際化関連事業」全体について 
 先ほどの図表 3-4 をもとに、事業費の推移をグラフにしたものが図表 3-5 である。国際
化関連事業費は 1998 年がピークになっており、2000 年代に入ると事業費は急激に落ち込
んでいる。長引く地方の財政難により、国際化関連事業の予算にもその影響が及んでいる
という現状が読み取れる9。 
 図表 3-6 は分類別事業費のシェア（比率）に関して、年度ごとの推移を示したものであ
る。全期間を通じて「国際社会にふさわしい人づくり（人材育成）」「グローバルな交流の
推進（国際交流）」の割合が安定して高くなっている。それに対して「外国人にも住みや
すい地域づくり（多文化共生）」「国際化施策推進のための基盤整備（基盤整備）」は年度
によってばらつきはあるものの、概して中くらいの規模であるということができよう。ま
た「世界の平和と繁栄に協力（国際協力）」の割合は、全体的にかなり小さな値となって
いる。 
 図表 3-7 は、分類別事業数の推移を示したものである。全体の事業数に関しては、多少
のばらつきはあるものの、80 件前後の値で推移している。分類別に見ると、「人材育成」
は減少傾向にあり、「多文化共生」は増加傾向にある。それ以外の事業に関しては、上下
変動をしつつも、横ばいに推移している。 
 図表 3-8 は、各分類の事業費について、分析期間（18 年間）を通じての平均値と標準偏
差を求めたものである。グラフにおいては棒グラフが平均値を、エラーバーが標準偏差を、
それぞれ示している。 
 図表 3-9 は、国際化関連事業全体の中で、各分類の事業が占めるシェアについて、18
年間の平均値と標準偏差を求めたものである。「人材育成」と「国際交流」は、いずれも
30％前後の水準で安定して推移している。「多文化共生」は、平均値 11.2％に対して標準
偏差が 6.4％と大きくなっているが、これは 2000 年度以降にシェアが大幅に下がったため
である。「基盤整備」も、平均値 18.3％に対して標準偏差が 8.3％と大きくなっているが、
これは 2000 年度以降にシェアが大幅に増加したためである。そして「国際協力」は 10％
前後という低い水準で安定している。 
 
 
                                                  
9 ちなみに、日本の ODA 予算も 2000 年を境に減少傾向に入っている。 
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図表 3-5：群馬県の国際化関連事業 分類別事業費の推移（千円） 
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図表 3-6：群馬県の国際化関連事業 分類別事業費のシェア（％） 
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図表 3-8：分析期間を通じての、事業費の平均値と標準偏差（千円） 
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図表 3-9：分析期間を通じての、事業費シェアの平均値と標準偏差 
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3.4.2 国際社会にふさわしい人づくり（人材育成） 
 「群馬県国際化推進プラン」によると、「日本人は、世界に通用するものの考え方や世
界に貢献していくという視点をもって行動して（中略）いくことが要求されており、県民
一人ひとりの言動も国際社会の中で大きな役割を担ってきている」ことから、「国際社会
にふさわしい人づくり」事業を推進していくとされている。国際社会にふさわしい人材の
育成を、群馬県が積極的に担っていくのだという気構えが垣間見える。 
 図表 3-10 によると、総事業費は 1998 年に 2 億 4472 万円でピークを迎え、その後は一
貫して減少傾向が続いているが、国際化関連事業全体の中では常に大きなシェアを誇って
いる。2004 年度における総事業費の極端な落ち込みに関しては、事業一覧の中身を見て
みると、昭和 62 年度から続いている「外国語指導助手招致（高校）」という事業が、この
年度に関しては行なわれていなかったようである。詳しくは後述するが、この事業には毎
年度、非常に多額の事業費が計上されている。なお、2005 年度には本事業は復活してい
る。 
 また事業数については、1993 年度から一貫して 30 件前後という水準であったが、近年
ではその事業数も大幅に削減されているようである。総事業費や事業数の減少傾向につい
ては、長引く経済不況や地方の財政難といった事情が影響していると推察される。 
 次に、1 事業あたりの平均事業費について、2004 年度だけが極端に低いのは、先ほど挙
げた「外国語指導助手招致（高校）」が行なわれなかったことに起因している。その他の
年度に関しては、おおよそ 500 万円台から 800 万円台の水準で、比較的安定して推移して
いる。 
 
 
図表 3-10：「国際社会にふさわしい人づくり」の統計データ 
 
  総事業費 事業数 平均値 最大値 最小値（0 以外） 分散 標準偏差
1993 175,645 28 6,273 79,319 88(88) 242396661 15569 
1994 144,165 29 4,971 31,455 0(159) 61845252 7864 
1995 229,428 30 7,648 85,058 0(159) 266931072 16338 
1996 244,716 34 7,198 84,473 0(65) 241554922 15542 
1997 251,058 33 7,608 84,473 0(168) 242887849 15585 
1998 244,864 31 7,899 84,723 0(113) 253922782 15935 
1999 218,282 30 7,276 88,366 0(35) 268812159 16395 
2000 217,543 26 8,367 88,787 0(35) 302524051 17393 
2001 213,938 32 6,686 88,328 0(35) 265468380 16293 
2002 207,383 37 5,605 101,966 0(18) 297132599 17238 
2003 189,997 37 5,135 100,245 0(39) 285671830 16902 
2004 53,376 33 1,617 15,647 0(14) 13326924 3651 
2005 143,934 29 4,963 42,534 0(10) 126418863 11244 
2006 116,707 21 5,557 85,122 0(10) 322949372 17971 
2007 125,156 18 6,953 104,591 0(23) 563677000 23742 
2008 133,386 19 7,020 110,664 0(13) 600102750 24497 
2009 119,685 14 8,549 108,928 0(11) 778536940 27902 
2010 123,684 14 8,835 112,226 0(11) 825508338 28732 
※事業費の単位は（千円） 
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 続いて、事業費が最大の事業について確認していく。1994 年度と 2004 年度以外は全て
「外国語指導助手招致（高校）10」という事業が該当している。事業費はおおよそ 8000
万円から 1 億 1000 万円の間で推移している。なお、この事業は 1994 年度と 2004 年度に
は実施されておらず、最大の事業は 1994 年度が「外国語指導助手招致（義務）11」、2004
年度が「語学指導等を行う外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム）12」となっている。い
ずれも学校教育の国際化に関する事業であり、国際人育成に向けた力の入れ具合が窺い知
れる。なお、これら 3 つの事業は全て、自治体が総務省、外務省、文科省及び自治体国際
化協会の協力の下に実施しているものであり、広い意味では「JETプログラム」という同
一の事業であるとみなすことも出来る。 
 最小値については、「3.1 国際関連事業の定義」でも触れたとおり、当初予算が 0 の事業
や、空欄の事業が少なからず存在している。事業費が 0 円から数万円規模のケースは、例
えば国際化に関する研修会の実施や関連団体への職員派遣といった、小さな事業が大半を
占めている。 
 事業値の分散について、1994 年度と 2004 年度の値が極端に小さいという現象について
は、先ほど述べた「外国語指導助手招致（高校）」の不実施が影響していると考えられる。
近年は事業数が減少している一方で、事業費の大きな事業は継続的に行なわれているため
に、分散の値は年々大きくなっている。そして当然ではあるが、標準偏差に関しても全く
同様の傾向が表れている。 
 まとめとして、「国際社会にふさわしい人づくり」は、事業費が削減傾向にはあるが、
それでも「国際化関連事業」全体に占める割合は大きい。近年は事業数が減少している一
方で、事業費の大きな事業は継続的に行なわれている。事業費削減の中で、小規模な事業
を淘汰しつつ、学校教育の国際化などに関わる大規模事業を継続的に推進していこうとす
る意図が汲み取れる。群馬県が国際化関連事業に取り組む動機として、「人材育成」とい
う目的は非常に大きいものと推察される。 
 
                                                  
10 県立高校に外国語指導助手（日本人英語教師の場合が多い）を配置し、英語教育の充実や国際理解の
推進を図る。1997 年までは「語学指導を行う外国青年招致」という事業名で実施されていた。 
11 公立小中学校を外国語指導助手が訪問し、英語教育や国際理解を推進する事業。1997 年までは「英
語指導助手招致事業」という事業名で実施されていた。 
12 The Japan Exchange and Teaching Programme の略称。外国語指導助手や国際交流員が、学校教育
や地域の国際化を推進する。2005 年までは、単に「語学指導等を行う外国青年招致事業」という名前で
実施されていた。上述の「語学指導を行う外国青年招致」と名前が似ており、非常にややこしいが、明ら
かに別の事業として実施されている。 
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3.4.3 外国人にも住みやすい地域づくり（多文化共生） 
 「群馬県国際化推進プラン」によると、日本に滞在する外国人が急増している中で「内
なる国際化」の進展が急務となっている。特に群馬県には、就労目的の日系ブラジル人が
数多く在住している13という事情もあり、多文化共生事業には特に力を入れているのであ
ろうと想像できる。 
 図表 3-11 によると、総事業費は、1994 年度から 1999 年度までの期間において極端に
大きくなっている。特に、1999 年度の事業費は圧倒的な規模である。詳細は後述するが、
この 6 年間における事業費のサイズは「ローマ字併用表示、道路案内標識設置」という巨
大な事業の存在によるところが大きい。それ以外の年度は、おおよそ 1000万円台から 7000
万円台の間で推移しており、総事業費に関する明らかな傾向は認められない。1990 年代
には「国際化関連事業」全体の中でも中くらいのシェアを誇っていたが、近年のシェアは
低下している。 
 事業数についても、年度ごとの振れ幅が大きく、明確な傾向を読み取ることは難しい。
2005 年度に事業数が急増しているが、いずれも規模の小さな事業が多く、総事業費への
影響は小さい。近年は上下変動を繰り返しながらも、少しずつ事業数が増加していく傾向
が見られる。 
 平均事業費に関しては、1994 年度から 1999 年度までの値が非常に大きくなっており、
上述の総事業費の影響を強く受けている。近年の平均事業費は縮小傾向にあり、おおよそ
100 万円から 200 万円の間で推移している。 
 
 
図表 3-11：「外国人にも住みやすい地域づくり」の統計データ 
 
  総事業費 事業数 平均値 最大値 最小値（0 以外） 分散 標準偏差
1993 9,676 5 1,935 4,360 800(800) 1570157 1253 
1994 160,188 13 12,322 125,000 0(500) 1082763180 32905 
1995 167,289 8 20,911 133,000 0(794) 1827084284 42744 
1996 143,475 12 11,956 110,000 0(80) 895223695 29920 
1997 142,481 10 14,248 110,000 0(210) 1042482580 32287 
1998 131,452 9 14,606 110,000 0(210) 1159385733 34050 
1999 271,867 7 38,838 242,000 0(1887) 6908253684 83116 
2000 37,965 6 6,328 23,698 0(1887) 71766139 8471 
2001 46,236 6 7,706 27,198 0(2000) 85676845 9256 
2002 58,274 7 8,325 28,698 0(541) 109963769 10486 
2003 46,101 4 11,525 28,000 0(394) 141591884 11899 
2004 42,410 6 7,068 28,000 0(177) 114473600 10699 
2005 41,172 17 2,422 27,000 0(86) 57595844 7589 
2006 76,094 13 5,853 59,022 0(50) 248705957 15770 
2007 25,447 15 1,696 12,000 0(50) 10899945 3302 
2008 15,156 19 798 6,209 0(98) 2811301 1677 
2009 14,146 14 1,010 6,223 0(31) 3637742 1907 
2010 34,609 17 2,036 8,145 0(223) 7973910 2824 
※事業費の単位は（千円） 
 
                                                  
13 1989 年の出入国管理法の改正以降、3 世までの日系ブラジル人を日本が無制限に受け入れるように
なり、群馬県の太田市や邑楽郡大泉町などの工場地帯が、期間工として彼らを積極的に受け入れている。 
 25
 個別事業費の最大値に関しては、1994 年度から 1999 年度までが圧倒的に大きく、1 億
1000 万円から 2 億 4200 万円の事業費が計上されている。先ほども述べた通り、この事業
の正体は「ローマ字併用表示、道路案内標識設置」である。翌年度以降はこの事業が行な
われていないことから推察するに、県内におけるローマ字標識の設置は 2000 年までにお
おむね終了したのであろう。1999 年度の事業費が 2 億 4200 万円と最大であることからし
て、最後は急ピッチで事業を進めたものと思われる14。また、2000 年度から 2005 年度ま
では「国際捜査力の強化（通訳体制の基盤整備）15」という事業が最大値を示している。
この事業は、本論文の分析期間を通じて、継続的に予算が計上されている。2006 年度は
最大の事業費が 5900 万円とかなり大きいが、これは「北関東圏の産業維持に向けた企業・
自治体・地域が一体となる多文化共生の地域づくり調査16」という単年度事業である。 
 最小値については「外国人労働相談」や「議会活動」といった当初予算が 0 の事業が多
いが、他にも各種の啓発事業などが数万円から数十万円の規模で継続的に実施されている。 
 分散と標準偏差は、1994 年度から 1999 年度、2006 年度といった、規模の大きな事業
が存在している年度において、かなり大きな値を示している。 
 以上より、「外国人にも住みやすい地域づくり」の大規模事業は 2000 年度までにおおむ
ね終了し、現在は中・小規模な事業を通じて、外国人に対する細かな住民サービスの充実
を図っているのだと考えられる。近年は「国際化関連事業」内でのシェアも小さい。群馬
県の国際化における「多文化共生」の重要性は、近年に限って言えば小さいと推察される。 
 
3.4.4 グローバルな交流の推進（国際交流） 
 「グローバルな交流の推進」とは、いわゆる「国際交流事業」のことである。「群馬県
国際化推進プラン」では、「県が行なう外国との交流は、国や地域を特定して行うのでは
なく、実質的な交流の積み重ねを進めていくことが必要」「民間を中心に、県民、学校、
行政などが協力して進めることが望ましい」と述べられており、多岐に渡る交流活動が継
続的に行われていることが予想される。 
 図表 3-12 によると、総事業費は 1998 年度の 4 億 5000 万円をピークに大幅な削減が続
いているが、直近の 2010 年度にはかなり持ち直している。「国際化関連事業」全体の中で
見ると、一貫してかなり大きなシェアを誇っている。施策体系によると「世界との交流促
進」「文化、教育、学術、スポーツ交流の推進」「地域産業、観光の国際化の推進」が国際
交流の 3 本柱となっている。事業内容を確認すると、それぞれが「人材交流」「文化交流」
「経済交流」に対応しているものと思われる。「経済交流」においては、「農産物輸出促進」
「貿易・投資相談事業費補助」「外国人観光客の誘致」といった事業も推進されており、「貿
易促進による地域経済の活性化」という明確な目的が存在していることが分かる。形は違
えども、ODA が掲げる目的の一つである「貿易促進」に通ずるものがある。 
 事業数は上下の振れ幅がかなり大きく、あまり明確な傾向は読み取れない。2003 年度
には、事業数が前年比で半分に削減されている。事業一覧を確認すると、「外国人誘客支
援事業」「台北国際旅行博出展」といった観光振興に関する事業が軒並み削減されている
が、翌年からはまた徐々に復活している。1 事業あたりの平均値についても、かなり上下
の振れ幅が大きくなっている。700 万円台から 900 万円台の年度が最も多い。 
 
                                                  
14 1999 年度（平成 11 年度）の「ローマ字併用表示、道路案内標識設置」の事業費については、「群馬
県国際化推進プラン」の目標年度が平成 12 年度であったことも関係しているかも知れない（脚注 5 参照） 
15 事業内容は、語学に長けた職員や民間通訳人の配備。 
16 多文化共生社会作りのための外国人、地域、企業等に対する意識調査及び検証のための社会実験。 
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図表 3-12：「グローバルな交流の推進」の統計データ 
 
  総事業費 事業数 平均値 最大値 最小値（0 以外） 分散 標準偏差
1993 106,533 22 4,842 30,000 0(300) 55757408 7467 
1994 266,092 31 8,584 65,556 0(100) 246726293 15708 
1995 242,435 26 9,324 69,965 0(424) 272599421 16511 
1996 341,807 35 9,766 83,811 0(424) 296241167 17212 
1997 287,318 30 9,577 81,072 0(138) 282082971 16795 
1998 450,176 28 16,078 210,000 0(360) 1689860643 41108 
1999 253,154 26 9,737 84,317 0(420) 304957220 17463 
2000 190,868 27 7,069 79,320 0(276) 260274921 16133 
2001 197,745 26 7,606 67,985 0(250) 215773244 14689 
2002 179,382 24 7,474 87,258 0(87) 339707501 18431 
2003 135,270 12 11,273 82,019 0(488) 546044857 23368 
2004 137,744 17 8,103 66,400 0(100) 272115903 16496 
2005 193,688 20 9,684 65,000 0(100) 378615793 19458 
2006 120,640 18 6,702 57,839 0(50) 210922468 14523 
2007 142,632 21 6,792 67,568 0(43) 232789152 15257 
2008 81,801 23 3,557 30,000 0(40) 61064449 7814 
2009 57,896 18 3,216 47,000 0(28) 113162289 10638 
2010 199,073 24 8,295 109,500 0(100) 562193912 23711 
 
※事業費の単位は（千円） 
 
 個別事業費の最大値については、1993 年が「草津夏季国際音楽アカデミー及びフェス
ティバル支援」、1998 年が「第 7 回世界室内陸上競技選手権前橋大会開催費補助」、2005
年が「第 16 回世界少年野球大会群馬大会」、2008 年が「草津夏季国際音楽アカデミー及
びフェスティバル支援」、2010 年が「世界遺産登録推進」、その他の年度は全て「(財)群馬
県観光国際協会事業費運営費補助17」となっている。傾向としては、民間を中心とした国
際交流推進事業の継続的な実施に加え、スポーツや文化などの面で、大規模な単年度事業
がしばしば行なわれている、という構図が見える。 
 一方で、事業費の小さな事業としては、例えば「東南アジア青年の船受入事業」「中国
研修医受入れ」「農畜産物等輸出推進事業」といった多岐に渡る事業が、数十万円から百
万円程度の規模で、かなり長期にわたって継続されている。 
 分散と標準偏差に関しては、上述の大規模な単年度事業が存在する年度においては、必
然的にかなり大きな値となっている。この事からも、「継続的に実施される中・小規模事
業」と「しばしば実施される大規模な単年度事業」という構図を確認することが出来る。 
 まとめると、「グローバルな交流の推進」は「継続的に実施される中・小規模事業」と
「しばしば実施される大規模な単年度事業」という構図で実施されている。外国との友好
関係を築くためには長期的な活動が必要であり、細かな事業を長期間に渡って実施してい
るものと思われる。また、「国際化関連事業」全体の中におけるシェアは一貫して大きい。
群馬県が国際化を推進する上で、「国際交流」という目的は非常に大きいと考えられる。 
 
                                                  
17 2006 年度までは、「（財）群馬県国際交流協会育成」という名前で同様の事業が行なわれている。 
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3.4.5 世界の平和と繁栄に協力（国際協力） 
 「世界の平和と繁栄に協力」は、いわゆる「国際協力事業」であり、日本政府が行なっ
ている ODA とかなり近いような事業も実施されている。この分野に関しては、次の 4 章
で詳細に取り上げるため、この場においては、統計データを表で示すだけに留める。次ペ
ージの図表 3-13 が、それである。分析期間を通じて、「国際化関連事業」全体の中でのシ
ェアはかなり小さな値に留まっている。 
 
図表 3-13：「世界の平和と繁栄に協力」の統計データ 
 
  総事業費 事業数 平均値 最大値 最小値（0 以外） 分散 標準偏差
1993 62,363 9 6,929 43,802 0(80) 178045075 13343 
1994 58,649 10 5,865 51,508 0(50) 234037718 15298 
1995 59,299 10 5,930 52,332 0(50) 242323749 15567 
1996 113,431 16 7,089 51,360 0(50) 245638245 15673 
1997 67,872 16 4,242 50,588 0(50) 145823852 12076 
1998 86,162 15 5,744 49,375 0(50) 172999501 13153 
1999 92,704 16 5,794 45,043 0(50) 145587297 12066 
2000 89,253 11 8,114 41,868 0(120) 232984329 15264 
2001 74,198 10 7,420 35,617 0(122) 175425617 13245 
2002 71,295 14 5,093 31,642 0(119) 109301093 10455 
2003 58,289 16 3,643 24,737 0(79) 56032751 7486 
2004 43,630 27 1,616 24,436 0(94) 22668936 4761 
2005 38,782 20 1,939 23,973 0(92) 28618527 5350 
2006 33,637 17 1,979 26,276 0(94) 37756254 6145 
2007 36,002 14 2,572 26,263 0(71) 47258401 6874 
2008 31,082 11 2,826 22,446 0(3) 43570587 6601 
2009 23,618 10 2,362 16,911 0(3) 26893063 5186 
2010 12,203 9 1,356 11,691 0(40) 13356002 3655 
 
※事業費の単位は（千円） 
 
3.4.6 国際化施策推進のための基盤整備（基盤整備） 
 「国際化推進のための基盤整備」について「群馬県国際化推進プラン」では、「県と（財）
群馬県観光国際協会との連携を進めると共に、市町村、民間団体、企業、個人等を含めた
連携強化方策についても検討していく」とされている。図表 3-14 がそのデータである。 
 総事業費は 1994 年度から急激に高くなり、2000 年代に入って急激に落ち込んだが、近
年はまた持ち直して 1 億円以上の水準で安定している。詳細は後述するが、大規模な事業
の出現・消滅が、総事業費に対して大きな影響を与えている。「国際化関連事業」全体の
中におけるシェアは、かつては中程度であったが、2000 年度以降かなり高くなっている。 
 事業数は 10 件前後から緩やかな減少傾向にあったが、最新年度には倍増している。 
 1 事業あたりの平均値は 1993 年度、2000 年度、2001 年度が極端に小さくなっている
が、これも上述の通り、大規模な事業の出現・消滅が大きく影響している。 
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図表 3-14：「国際化推進のための基盤整備」の統計データ 
 
  総事業費 事業数 平均値 最大値 最小値（0 以外） 分散 標準偏差
1993 5,366 2 2,683 3,866 1500(1500) 1399489 1183 
1994 139,236 10 13,924 84,446 666(666) 604841331 24594 
1995 145,339 9 16,149 92,412 500(500) 795377732 28202 
1996 143,863 9 15,985 90,430 627(627) 765818514 27673 
1997 167,640 10 16,764 94,396 665(665) 750051229 27387 
1998 161,579 9 17,953 94,666 490(490) 805874856 28388 
1999 154,878 7 22,125 102,263 650(650) 1146742259 33864 
2000 51,775 7 7,396 29,000 609(609) 83423854 9134 
2001 22,819 6 3,803 7,290 591(591) 6654261 2580 
2002 74,001 7 10,572 59,579 0(2400) 403526947 20088 
2003 90,027 7 12,861 81,208 0(200) 780967705 27946 
2004 106,362 7 15,195 70,204 160(160) 565048659 23771 
2005 120,338 7 17,191 81,219 0(136) 751246479 27409 
2006 122,097 7 17,442 85,510 0(102) 838492558 28957 
2007 124,177 8 15,522 81,560 0(92) 696571450 26393 
2008 100,067 5 20,013 80,081 0(83) 961284392 31005 
2009 106,641 6 17,774 82,813 0(83) 895349487 29922 
2010 115,760 10 11,576 84,114 0(83) 616296072 24825 
 
※事業費の単位は（千円） 
 
 最大の事業については、1993 年度は「姉妹州県交流県人会訪問事業18」、1994 年度から
1999 年度までは「外国人登録事務19」、2004 年度は「（財）自治体国際化協会負担金20」、
2001 年度は「インターネット情報発信」、2002 年度以降は「群馬県パスポートセンターの
運営」となっている。「外国人登録事務」は 8400 万円から 1 億円規模、「群馬県パスポー
トセンターの運営」はおよそ 6000 万円から 8600 万円規模の巨大事業であり、これらが実
施された年度は総事業費、平均値、分散、標準偏差が大きな影響を受けている。 
 最小値については、「海外移住家族連絡活動事業」「国際関係情報ネットワークの整備」
「群馬県国際化推進懇談会」といった事業が実施されており、いずれも長期に渡って継続
されている。 
 分散と標準偏差は、1993 年度、2000 年度、2001 年度といった、大規模な事業が存在し
ない年度において、かなり小さな値を示している。それ以外の年度に関しては、ある程度
安定した値で推移している。 
 これらの情報から読み取れる傾向としては、一定期間に渡って大規模な事業が実施され、
それが終了してしばらくすると、また別の大規模事業が始まる、という構図が見て取れる。
逆に、それ以外の中・小規模の事業は、今回の分析期間を通じて継続的に実施されている
ものが多い。具体的には「在外県人会活動補助」や「海外移住家族連絡活動事業」といっ
た事業である。結果的に、「国際化関連事業」全体の中におけるシェアは、分析期間を通
じて比較的に大きくなっている。 
 
                                                  
18 ブラジルサンパウロ州との交流並びに県人移住者及び日系団体等を慰問激励するための訪問団派遣。 
19 市町村が行なう外国人登録事務に関する指導等。 
20 （財）自治体国際化協会の活動を充実させるための負担金。宝くじの収益が財源として使われている。
自治体国際化協会は、地方公共団体の国際化推進を目的とする財団法人である。 
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3.5 まとめ 
 この章では、群馬県の国際化関連事業の目的を明確化するために、事業分類ごとの分析
を行ってきた。本節では、これまでの分析結果のまとめと、そこからの考察を行なう。 
 群馬県の国際化推進の背景には「外部環境の変化」と「内部環境の変化」という 2 つの
要因が存在している。前者については「国際的な相互依存関係の深まり」により「県外（国
外）との関係強化」の必要性が向上している。後者については「県内の外国人の増加」に
より「県内の国際化」の重要性が高まっている。 
 群馬県の国際化関連事業には、 
 
「国際社会にふさわしい人づくり」（人材育成） 
「外国人にも住みやすい地域づくり」（多文化共生） 
「グローバルな交流の推進」（国際交流） 
「世界の平和と繁栄に協力」（国際協力） 
「国際化施策推進のための基盤整備」（基盤整備） 
 
という 5 つの施策がある。「県外（国外）との関係強化」に向けて「国際交流」「国際協力」
事業が展開されており、「県内の国際化推進」のために「多文化共生」が推進されている。
また、国際化推進の第 3 の要因として、県内外を問わず、国際化社会において広く活躍で
きる「人材育成」を目指し、県民の国際理解を促進するための様々な事業が実施されてい
る。これらをまとめたものが、「3.3 国際化関連事業の分類」における図表 3-3 である。 
 
 群馬県の国際化関連事業費の全体の推移を見てみると、長引く不景気や地方の財政難を
受けてか、近年は大幅な減少傾向にある。また、「国際化関連事業」内の分類ごとの傾向
をまとめると、次ページの通りである。 
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事業分類と、本論文における略称 
 
国際社会にふさわしい人づくり：「人材育成」 
外国人にも住みやすい地域づくり：「多文化共生」 
グローバルな交流の推進：「国際交流」 
世界の平和と繁栄に協力：「国際協力」 
国際化施策推進のための基盤整備：「基盤整備」 
 
各分類における、事業費の傾向 
 
 人材育成 ：事業費は緩やかな減少傾向にある。 
 多文化共生：事業費は 2000 年度以降、大幅に減少21。 
 国際交流 ：事業費は減少傾向にある。 
 国際協力 ：事業費は急激な減少傾向にある。 
 基盤整備 ：事業費は横ばい。 
 
 
各分類におけるシェア22 
 
人材育成 ：シェアは今も昔も「大」。 
多文化共生：シェアは元々「中」だったが、近年は「小」になっている。 
国際交流 ：シェアは今も昔も「大」。 
国際協力 ：シェアは元々「小」だったが、近年は更に下がっている。 
基盤整備 ：シェアは元々「中」だったが、近年は「大」になっている。 
 
※シェアの目安23：「小：10%未満」「中：10%以上 20%未満」「大：20%以上」 
 
 
 
                                                  
21 大規模事業が 1999 年度までに終了したため。現在は中・小規模事業がメイン。 
22 国際化関連事業全体の事業費が減少しているため、例えばある分類の事業費が横ばいならば、シェア
は増大することになる。 
23 シェアの「大・中・小」に関しては、極めて曖昧な表現ではあるが、群馬県における国際化関連事業
の重点ポイントをイメージしやすくするためにも、あえて採用した。 
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 ここから読み取れる傾向として、群馬県が国際化関連施策を実施する目的は「人材育成」
と「国際交流」の重要性が高く、必要に応じて「多文化共生」と「基盤整備」が行なわれ
ている。また、「国際協力」の重要性は比較的低い、という仮説が立てられる。 
 これは、日本政府による国際事業とは明確に異なる傾向である。日本の国際事業といえ
ば、真っ先に ODA が挙げられる。「政府開発援助（ODA）大綱」には、「我が国 ODA の
目的は、国際社会の平和と発展に貢献し、これを通じて我が国の安全と繁栄の確保に資す
ることである」という一文がある。ここから読み取れる「政府による ODA」の目的とし
て、 
 
（1）国際社会への貢献と、それによる国際社会における日本のプレゼンス強化 
（2）途上国との貿易促進を通じた、資源・エネルギー、食料などの確保 
 
という 2 点が挙げられる。そして、これらは双方とも、「国際的な相互依存関係の深まり
に、如何にして対応するか」という、「国外との関係強化」に向けた取り組みであると考
えられる。 
 しかし群馬県では、同じく「県外（国外）との関係強化」に対応するにしても、「国際
交流」の事業費が高い一方で、「国際協力」の割合はあまり高くない。代わりに「人材育
成」への注力度合いが高く、加えて「内部の国際化」に対応する「多文化共生」や、「基
盤整備」が必要に応じて実施されているという状況である。 
 
 結論として、群馬県の国際化関連事業は「人材育成」や「国際交流」に主眼を置いたも
のが非常に多く、日本政府における ODA 中心の国際事業とは対照的な構図である。国と
自治体の役割分担という事を考えれば、国際事業に関しても、双方で上手く棲み分けがさ
れているように感じる。 
 また、自治体の国際化事業の「質」を評価するに当たっては、日本政府の行なうODAに
準ずる基準を適用するのではなく、「人材育成」や「国際交流24」の成果を測定できるよう
な指標を開発することが重要であると思われる。具体的にどのような指標が有用と思われ
るかについては、第 8 章において改めて検討する。 
 
 
                                                  
24 本章においては、「群馬県が国際化関連事業を推進する目的の一つは、国際交流である」という結論
を得たが、そもそも「国際交流」の目的は何か、という疑問は依然として残っている。この課題について
は、最後の第 8 章において改めて検討する。 
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第 4 章 群馬県の国際協力事業 
4.1 国際協力事業に着目する意義 
 この章では、群馬県の国際化関連事業の中でも、特に「国際協力事業」について取り上
げる。国際協力の「質」的評価基準構築のための第一歩として、県の国際協力事業の目的
の明確化を試みるものである。 
 第 3 章で行なった分析では、「群馬県の国際化関連事業において、『国際協力』の重要性
は低い」という仮説が導かれた。しかし現実として、群馬県における国際協力事業は今日
でも廃止されることなく、一定規模で継続的に実施されている。群馬県の国際協力は、ど
のような目的のもとで実施されているのであろうか。 
 しかし、自治体の国際協力の目的を明らかにすることは一筋縄ではいかない。そもそも
自治体の役割とは住民サービスの提供や、警察・消防などの広域政策の実施であり、海外
の途上国を支援する「義務」はない。 
 そこでこの章では、県の国際協力事業の全容を明らかにし、群馬県ならではの独自性や
傾向を調べることにする。もし仮に「群馬県ならではの傾向」が明確に存在していれば、
「群馬県の国際協力は何らかの『目的』に基づいて実施されている」という仮説を立てる
ことが可能であろう。 
 「国際協力」だけを特別に取り上げる理由は、日本政府が実施している ODA に極めて
近い性質の事業が多数含まれているからである。ODA に関する統計は、各国のデータに
関して OECD/DAC が詳細な資料を公開しているのに加えて、日本においては「ODA 白
書」が毎年作成されている。もし仮に、各自治体において ODA に近い事業が行なわれて
いるのならば、それも含めた上で日本の ODA を考えるべきである。しかし自治体の国際
協力事業は、現状として各県の各部署がばらばらに実施しており、全体像の把握が困難だ
という課題がある。当然ながら、定量的なデータが存在しておらず、日本の ODA 支出統
計の「漏れ」となっているのである。 
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4.2 国際協力事業の定義 
 本節では、群馬県における「国際協力事業」の定義を述べる。ここでいう「国際協力事
業」とは、政府が実施している ODA に準ずる事業のことである。 
 図表 4-1 は、3 章で示した国際化関連事業の施策体系から、一部を抜粋したものである。
この「世界の平和と繁栄に協力」は、群馬県側が「これは国際協力である」と考えている
事業であると思われる。 
 
 
図表 4-1：「世界の平和と繁栄に協力」の内訳 
 
     
       
国際協力活動の普及、啓発 
   
国際協力活動の推進 
   
    
県民の特性を生かした協力の推進
      
     
世界の平和と繁栄に協力 
    
     
地球環境問題の普及、啓発 
   
地域規模の課題への取組 
  
     
世界平和への取組 
 
 
 しかしながら、OECD/DACの基準25によれば、普及・啓発活動はODAには含まれない。
また、地球環境問題や世界平和への取り組みは、事業の対象に先進国が多数含まれている
可能性が高く、ODAに類する事業であると考えるのは難しい。OECD/DAC基準に基づき、
明確にODAであると言って差し支えないのは、図表 4-1 の中では「県民の特性を生かした
協力の推進」だけである。 
 そこで本節では、「世界の平和と繁栄に協力」の項目に該当する事業全体を「広義の国
際協力事業」と考え、その中でも「県民の特性を生かした協力の推進」に該当する事業を
「狭義の国際協力事業」であると定義して、ここから先の議論を進めることにする。 
 なお、詳細は次ページで述べるが、広義・狭義の概念はあくまで便宜上のものであり、
基本的には「県民の特性を生かした協力の推進」に該当する事業のみを「群馬県の国際協
力事業」であるとして、本章における議論を進める。また、図表 4-2 は、「世界の平和と
繁栄に協力」事業を施策体系に基づいて分類し、その事業費をまとめたものである。 
                                                  
25 OECD/DAC が定める、ODA の基準は次の通り。(1)政府ないし政府実施機関によって供与されるも
のであること。(2)開発途上国の経済開発や福祉の向上に寄与することを主たる目的としていること。(3)
資金協力については、その供与条件が開発途上国にとって重い負担にならないようになっており、グラン
ト・エレメント（G.E.）が 25％以上であること。 
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図表 4-2：「世界の平和と繁栄に協力」の総事業費の内訳 
 
 
国際協力活動の
普及、啓発 
県民の 
特性を生かした 
協力の推進 
地球環境問題の
普及、啓発 
世界平和 
への貢献 
合計
1993 0 62,363 0 0 62,363
1994 921 57,108 0 620 58,649
1995 247 58,432 0 620 59,299
1996 437 66,534 45,840 620 113,431
1997 907 65,505 840 620 67,872
1998 519 84,183 840 620 86,162
1999 877 80,397 10,840 590 92,704
2000 675 88,038 0 540 89,253
2001 661 73,237 0 300 74,198
2002 658 69,949 0 688 71,295
2003 265 57,437 0 587 58,289
2004 242 42,685 0 703 43,630
2005 218 37,973 0 591 38,782
2006 94 32,959 0 584 33,637
2007 153 35,362 0 487 36,002
2008 127 30,398 0 557 31,082
2009 126 23,133 0 359 23,618
2010 148 11,691 0 364 12,203
 
※事業費の単位は（千円） 
 
4.3 基本統計量分析 
4.3.1 総事業費に関する分析 
 図表 4-3 は「世界の平和と繁栄に協力」の総事業費の推移を示した棒グラフである。つ
まりこれは、群馬県における「広義の国際協力事業」の推移である。1996 年度だけが極
端に大きな値になっていることが分かる。 
 次に図表 4-4 は、「県民の特性を生かした協力の推進」の事業費と、「その他」の事業を
分けてグラフにしたものである。つまり、グラフの青い部分が「狭義の国際協力事業」に
該当する。このグラフによると、群馬県における「狭義の国際協力事業」の事業費は、2000
年に 8800 万円でピークを迎えており、以降は減少傾向が続いている。 
 念のため、「その他」の内訳も概観しておく。「国際協力活動の普及、啓発」については、
「青年海外協力活動促進事業」や「群馬県国際交流賞」といった普及活動が行なわれてい
る。「地球環境問題の普及、啓発」では、1996 年度には「アジア・太平洋環境会議（エコ・
アジア’96）」、1999 年度には「国際森林会議開催」という大規模事業があり、他の年度
にはほとんど事業が行なわれていない。「世界平和への貢献」に関しては、「核兵器廃絶平
和県宣言啓発事業」「北方領土返還運動支援」「群馬ユネスコ連絡協議会運営費補助」など
の事業が継続的に行われている。これらは全て、事業の対象に先進国が多数含まれている
可能性があり、いわゆる ODA に準ずる事業であるとは言えない。 
 なお、これ以降の分析では、「県民の特性を生かした協力の推進」にのみスポットを当
て、単純に「国際協力事業」と呼ぶことにする。広義・狭義の概念は、ここから先の分析
では登場しない。 
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図表 4-3：「広義の国際協力事業」事業費（千円） 
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図表 4-4：「狭義の国際協力事業」と、「その他」の事業費（千円） 
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4.3.2 事業数に関する分析 
 「県民の特性を生かした協力の推進」の事業数は、図表 4-5 に示した通りである。2004
年度に事業数が急増しているが、それ以外の年度はおおよそ 10 件前後で推移している。
事業一覧の中身を確認してみると、2004 年度から 2006 年度にかけて JICA や農水省から
の委託事業が大量に実施されている。他の年度においては、同様の事業は見られない。こ
の期間を除けば、事業数は毎年おおよそ 10 件以下で推移しており、近年は減少傾向にあ
る。 
 
図表 4-5：「県民の特性を生かした協力の推進」事業数の推移 
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 次に、毎年実施される「県民の特性を生かした協力の推進」事業のうち、「新規事業・
既存事業」と「単年事業・複数年事業」の割合を見る。「新規事業」とは当該年度におい
て初めて実施される事業であり、過去に一度でも実施されたことのある事業は「既存事業」
として分類した。「単年事業」は、分析期間を通じて 1 度だけしか実施されていない事業
のことである26。そして「複数年事業」は、複数の年度において実施されたことのある事
業である27。これらの結果をまとめたものが、次ページの図表 4-6 である。 
 
 
 
                                                  
26 必然的に「単年事業」は全て「新規事業」であり、「単年・既存」という項目は存在しない。 
27 継続的でなくとも、複数年度における実施実績があれば「複数年事業」に分類した。例えば 2000 年
度に初めて実施され、その後 2005 年度に実施された場合でも「複数年事業」に該当する。ちなみに 2000
年度においては「複数年・新規」、2005 年度においては「複数年・既存」という扱いになる。 
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図表 4-6：「単年事業と複数年事業」「新規事業と既存事業」のそれぞれの数 
 
  単年・新規 複数年・新規 複数年・既存 合計 
1993 2 4 2 8 
1994 0 1 5 6 
1995 1 0 5 6 
1996 0 4 5 9 
1997 0 1 9 10 
1998 0 3 6 9 
1999 0 0 9 9 
2000 0 0 7 7 
2001 0 1 6 7 
2002 0 1 8 9 
2003 2 1 9 12 
2004 12 4 6 22 
2005 4 1 10 15 
2006 2 1 8 11 
2007 1 1 7 9 
2008 1 0 4 5 
2009 0 2 3 5 
2010 0 0 4 4 
 
 全期間を通じて「複数年・既存」事業の非常に割合が高く、1～4 件程度の「複数年・新
規」事業がそこに加わるという傾向になっている。「単年度・新規」事業は 2004 年度にお
いて、例外的に 12 件実施されているが、他の年度においてはほとんど実施されていない。 
 既存事業が多いという事実から、「当該年度の実施事業は、その前年度までの実績によ
り決定される部分が大きく、新規事業は生まれにくい」という状況が推察される。近年は
「複数年・既存」事業の数が減少していることから、多くの事業が中止に追い込まれてい
ることが分かる。一方で、新規事業が生まれるペースは依然として遅く、結果的に事業数
全体の削減傾向が続いている。 
 
4.3.3 実施期間に関する分析 
 図表 4-7 は、実施期間の長い事業のランキングである。開始年が不明の事業や継続中の
事業もあるが、いずれにせよ長期間にわたる事業の数はさほど多くない。群馬県の国際協
力事業の多くは、おおよそ 5 年以下のスパンで代謝を繰り返していることが分かる。 
 
 
図表 4-7：実施期間ランキング 
 
事業名前 開始年度 終了年度 継続年数 
県費留学生・海外技術研修員受入事業 1965 2005 41 年
国際協力事業団への職員派遣 1990 2007 18 年
国際協力事業団専門家派遣・青年海外協力隊派遣 不明 2007 13 年以上
アジア農業高校留学生受入事業 1998 継続中 13 年
国際協力事業団技師研修員の現地視察研修 1998 2003 6 年
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4.3.4 事業費のばらつきに関する分析 
 ここでは、群馬県の国際協力事業費のばらつきについて分析する。図表 4-7 は、第 3 章
における図表 3-11 から、「県民の特性を生かした協力の推進」事業だけを取り出したもの
である。 
 
図表 4-7：「県民の特性を生かした協力の推進」事業費について 
 
  総事業費 事業数 平均値 最大値 最小値 標準偏差 
1993 62,363 8 7,795 43,802 0  13,343  
1994 57,108 6 9,518 51,508 0  18,885  
1995 58,432 6 9,739 52,332 0  19,173  
1996 66,534 9 7,393 51,360 0  15,693  
1997 65,505 10 6,551 50,588 0  14,801  
1998 84,183 9 9,354 49,375 0  15,991  
1999 80,397 9 8,933 45,043 0  15,081  
2000 88,038 7 12,577 41,868 0  17,645  
2001 73,237 7 10,462 35,617 0  14,824  
2002 69,949 9 7,772 31,642 0  11,847  
2003 57,437 12 4,786 24,737 0  8,336  
2004 42,685 22 1,940 24,436 0  5,220  
2005 37,973 15 2,532 23,973 0  6,062  
2006 32,959 11 2,996 26,276 0  7,175  
2007 35,362 9 3,929 26,263 0  8,267  
2008 30,398 5 6,080 22,446 0  8,743  
2009 23,133 5 4,627 16,911 0  6,597  
2010 11,691 4 2,923 11,691 0  5,062  
 
※事業費の単位は（千円） 
 
 
 最大の事業は図表 4-8 に別途示した通り、1993 年度から 2002 年度までが「県費留学生・
海外技術研修員受入事業」、2003 年度から 2010 年度が「アジア農業高校留学生交流事業」
である。双方とも途上国の人材を受け入れ、技術や学問を習得させる、いわゆる「技術協
力」であり、群馬県における国際協力の「主力事業」と見て良い。ただし事業費に関して
は、1990 年代には 5000 万円前後の規模であったのが、近年は 1000 万円台へと大きく下
落している。 
 図表 4-7 に戻って、近年における事業費の標準偏差はかなり顕著な縮小傾向にある。こ
の原因は主に 2 点ある。平均値を大きく上回る「大規模事業」の規模縮小と、平均値を下
回る「0 円事業」の事業数の減少である。図表 4-8 を見れば明らかなように、大規模事業
は明らかな縮小傾向にある。しかし標準偏差が小さくなったからと言って、事業間の格差
が少なくなったという訳ではなく、依然として「少数の大規模事業と、多数の小規模事業」
という構図が続いている28。 
 
 
                                                  
28 例えば 2010 年度は、「アジア農業高校留学生交流事業」の以外の 3 事業は全て 0 円の事業である。 
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図表 4-8：各年度における最大の国際協力事業（千円） 
 
  県費留学生・海外技術研修員受入事業 アジア農業高校留学生交流事業 
1993 43802 なし 
1994 51508 なし 
1995 52332 なし 
1996 51360 なし 
1997 50588 なし 
1998 49375 24578
1999 45043 26373
2000 41868 38670
2001 35617 31620
2002 31642 29071
2003 21089 24737
2004 4300 24436
2005 2245 23973
2006 終了 26276
2007 終了 26263
2008 終了 22446
2009 終了 16911
2010 終了 11691
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4.3.5 事業分野と対象国に関する分析 
 続いて、事業分野と対象国について見ていく。ここでは主に、「群馬県の国際協力事業」
と「日本の ODA（技術協力）」の傾向比較という形で分析を進める。 
 図表 4-10 は、群馬県の国際協力事業の内容を確認し、OECD/DAC の基準に従ってセク
ターごとに分類したものである。継続期間という観点でみると、「農業一般」「電力」「職
業訓練」の 3 項目が抜き出ている。それぞれの分野における代表的な事業は「アジア農業
高校留学生受入事業」「国際協力事業団への職員派遣」「県費留学生・海外技術研修員受入
事業」などが挙げられる。また、事業費の規模で見ると「農業一般」「職業訓練」が大き
い。なお、近年は国際協力事業費の削減が続いており、「農業」以外の分野ではほとんど
事業が行なわれなくなっている。 
 
図表 4-10：群馬県の国際協力のセクター別事業費（千円） 
 
  行政一般 農業一般 林業･森林保全 水産 電力 職業訓練 その他 不明 合計 
1993   421     7,900 54,042     62,363
1994         5,600 51,508     57,108
1995         6,100 52,332     58,432
1996 3,814       6,000 51,360 4,360 1,000 66,534
1997 3,937 1,966     6,000 50,588 2,064 950 65,505
1998   24,578     6,000 49,536 3,181 888 84,183
1999   26,373     6,000 45,219 2,002 803 80,397
2000   38,670     6,000 41,868 1,500   88,038
2001   31,620     6,000 35,617     73,237
2002 3,236 29,071     6,000 31,642     69,949
2003 2,418 27,930     6,000 21,089     57,437
2004   32,385     6,000 4,300     42,685
2005   35,728       2,245     37,973
2006   29,348 3,000 611         32,959
2007   27,413 7,949           35,362
2008   22,449 7,949           30,398
2009   16,914 6,219           23,133
2010   11,691             11,691
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 一方で図表 4-11 は、2009 年の日本のODA（技術協力）をセクター別に分け、金額の大
きい順に並べたものであり、「教育」「農業」といった項目が上位に来ている。パネルデー
タと単年の交差系列データ29を単純に比較することは出来ないが、群馬県と日本の国際協
力分野の傾向は、おおむね似通っているように思われる。まず、双方とも「農業」という
領域への注力度合いが高い。また群馬県の「職業訓練」は、日本の技術協力の「教育」の
一部と重なっており、広い意味での「教育・訓練30」という領域を重視しているのだと思
われる。 
 しかし、群馬県が「農業（林業を含む）」や「（広い意味での）教育」に特化した協力事
業を行なっているのに対して、日本の場合は「教育」「農業」を合わせても全体の 25％ほ
どにとどまっており、他にも「社会インフラ」「保健」「上下水道」といった項目に大きな
金額が割り当てられている。 
 以上のことから、国際協力の事業分野における「群馬県ならではの傾向」がある程度は
存在することが読み取れる。具体的には、自らが得意とする分野において一極集中型の技
術協力を行なっている、という傾向が見て取れる。 
 
 
図表 4-11：日本の技術協力のセクター別実績 2009 年（暦年） 
 
分野 金額 シェア 
教育 54,692,366 18.14% 
農林水産業 22,035,182 7.31% 
鉱・工業産業 12,593,403 4.18% 
その他社会インフラおよびサービス 10,363,886 3.44% 
保健 10,025,344 3.33% 
上下水道 9,906,574 3.29% 
輸送および貯蔵 7,822,948 2.60% 
政府と市民社会 7,114,066 2.36% 
環境保護一般 4,718,084 1.57% 
エネルギー 3,995,174 1.33% 
人口政策および生殖保健 3,388,230 1.12% 
商業およびその他サービス 3,352,692 1.11% 
その他マルチセクター 3,161,911 1.05% 
通信 2,567,124 0.85% 
貿易および観光 2,462,382 0.82% 
銀行および金融サービス 1,425,245 0.47% 
 
※『2010 年版 政府開発援助（ODA）白書』より、筆者が作成。単位は（千円） 
※白書に掲載されているデータは単位がドルであったが、「財務省貿易統計」で公開され
ている 2009 年の年間平均レート（1 ドル：93.52 円）を掛け合わせて、日本円に換算した。 
                                                  
29 同一時点での様々なデータのこと。 
30 OECD/DAC 分類においては、「職業訓練」と「教育」は共に、広い意味での「教育・訓練」という
項目に含まれる。 
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 次に図表 4-12 は、群馬県の国際協力事業の対象国を調べ、国ごとの事業費をまとめた
ものである。複数の国が対象になっている事業に関しては、対象国間で事業費を折半して
入力した。また、東アジアの「先進国」の項目にはシンガポール、韓国、台湾が含まれて
いる31。 
 国際協力の相手先としては、「東アジア」「南米」「JICA」という 3 つの柱が存在する。
まずは「東アジア」に関して、特にインドネシア、タイ、フィリピン、マレーシア、モン
ゴルの 5 カ国については「アジア農業高校留学生受入事業」で継続的に研修生を受け入れ
ており、注力度合いが非常に高い。 
 ブラジルに関しては、群馬県では日系ブラジル人が数多く生活しているという背景や、
ブラジルのサンパウロ州と姉妹都市提携を結んでいるということもあり、県費留学生や技
術研修員の受入が長年に渡って実施されていた。図表 4-12 における「中南米」内の「南
米」という曖昧な分類に関しては、対象国が「南米 3 カ国」という情報しか記載されてい
なかったことによる苦肉の策ではあるが、ほぼ間違いなく、ブラジルが含まれているもの
と思われる。 
 JICA に関しては、2004 年度までは、群馬県の発電課の職員が JICA へ毎年派遣されて
いる。2006 年度以降は、JICA の「草の根技術協力事業」に協力する形で、森林保全のた
めの技術協力を行なっている。 
 また、図表 4-13 は日本の技術協力の対象国別ランキングである。群馬県と日本を比較
すると、「東アジア重視」という傾向は双方で共通しているように思われる。しかし、日
本のODA（技術協力）では 1 位になっている中国に対して、群馬県はほとんど国際協力事
業を行なっていない32。次に、「ブラジル（南米）重視」という傾向に関しては、完全に群
馬県独自の傾向であると思われる。日本の技術協力においてブラジルは 16 位で、他の南
米の国々（パラグアイ、ボリビア）も、ランキングの下位に留まっている。 
 以上のことから、国際協力の対象国においても、「群馬県ならではの傾向」がある程度
は存在していることが推察される。 
 
 ところで図表 4-14 は、群馬県の姉妹都市提携状況である。ここでは群馬県の国際協力
事業の対象国決定において、「姉妹都市提携」の有無が関係しているのではないかという
仮説について考えてみる。姉妹都市交流を通じた関係の深い国に対して、重点的に国際協
力を行なっているのではないか、という話である。 
 しかし結論から言えば、この仮説はあまり有力な考えであるとは言えない。例えば上述
の「アジア農業高校留学生受入事業」において継続的に研修生を受け入れている 5 カ国の
うち、群馬県内の市町村が姉妹都市提携を結んでいる国はフィリピンだけである。一方で、
国際協力事業がほとんど行なわれていない中国に関しては、6 市町村が姉妹都市提携をし
ており、先ほどの仮説とは相反する結果となっている。なお、ブラジルに関しては群馬県
とサンパウロ州との提携に加え、高崎市と大泉町も提携を結んでいる。 
 もちろん、この結果のみをもって「群馬県の国際協力事業と姉妹都市提携状況は無関係
である」と言い切ることは出来ないが、少なくとも本分析においては、有力な関係性を見
出すことは出来ないという状況である。
 
31 本論文では、「群馬県の国際協力事業」を「ODA に類似の事業」であると考えて分析を行っている。
ODA であると認定されるためには、事業の相手先が OECD /DAC の公表する途上国リストに掲載されて
いる国でなければならない。群馬県のケースについては、リスト外の国を対象にした事業が（ごく少数で
はあるが）存在したので、それを「先進国」という項目に分類した。 
32 中国向けの事業は、「東アジア」内の「その他」の項目に、ごくわずかに含まれている程度である。 
図表 4-12：群馬県の国際協力の対象国・地域別の事業費（千円） 
 
アジア 
東アジア 
中南米 
年度 
インドネシア タイ フィリピン マレーシア モンゴル その他 先進国 
南 
アジア
不 
明 ブラジル 南米 
中
東
ア 
フ 
リ 
カ 
大
洋
州
途 
上 
国 
（JICA）
不
明
合計 
1993   832  562     2161   140   7167         43802 7700   62363  
1994                   51508       100   5500   57108  
1995                     52332     100   6000   58432  
1996     3814               51360   4360     6000 1000 66534  
1997     2064 3937         1966    50588         6000 950 65505  
1998 6145 6154  6154 7744   29 59 1627     49375     9   6000 888 84183  
1999 7268 7268  6600 6600   75 14 710     45043 7   7   6000 803 80397  
2000 7734 7734  8484 7734 7734 750         41868         6000   88038  
2001 6324 6324  6324 6324 6324           35617         6000   73237  
2002 5814 5814  9050 5814 5814           31642         6000   69949  
2003 4947 8140  7365 4947 4947           21089         6000   57437  
2004 5778 9272  5778 5778 5778                   4300 6000   42685  
2005 5869 12250  5869 5869 5869                   2245     37973  
2006 5870 5870  5870 5870 5870 611       3000               32959  
2007 5483 5483  5483 5483 5483                     7949   35362  
2008 4490 4490  4490 4490 4490                     7949   30398  
2009 4229 4229  4229 4229                       6219   23133  
2010 2923 2923  2923 2923                           11691  
 
※四捨五入の都合で、国別の金額と合計額とが一部一致しない場合がある。 
※「国」や「地域」ではないが、参考として JICA 向けの事業費も記載してあり、「合計」にもその金額を含めてある。 
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図表 4-13：日本の技術協力の国別実績 2009 年（暦年） 
 
順位 国または地域名 地域 実績 シェア 
1 中国 東アジア 26,468,966 8.86% 
2 インドネシア 東アジア 8,242,853 2.76% 
3 ベトナム 東アジア 8,065,165 2.70% 
4 ※韓国 東アジア 6,003,049 2.01% 
5 フィリピン 東アジア 4,564,711 1.53% 
6 タイ 東アジア 4,517,016 1.51% 
7 カンボジア 東アジア 4,502,053 1.51% 
8 バングラデシュ 南アジア 2,922,500 0.98% 
9 ラオス 東アジア 2,797,183 0.94% 
10 アフガニスタン 中東 2,702,728 0.90% 
11 インド 東アジア 2,615,754 0.88% 
12 マレーシア 東アジア 2,340,806 0.78% 
13 ケニア アフリカ 2,320,231 0.78% 
14 ウガンダ アフリカ 2,266,925 0.76% 
15 ミャンマー 東アジア 2,222,970 0.74% 
16 ブラジル 中南米 2,215,489 0.74% 
17 スリランカ 南アジア 2,193,979 0.73% 
18 タンザニア アフリカ 2,171,534 0.73% 
19 エジプト アフリカ 2,127,580 0.71% 
20 ネパール 南アジア 1,913,419 0.64% 
21 ザンビア アフリカ 1,910,614 0.64% 
22 ガーナ アフリカ 1,858,242 0.62% 
23 モンゴル 東アジア 1,675,878 0.56% 
24 セネガル アフリカ 1,644,082 0.55% 
25 エチオピア アフリカ 1,587,970 0.53% 
26 マラウイ アフリカ 1,573,006 0.53% 
27 パラグアイ 中南米 1,520,635 0.51% 
28 ボリビア 中南米 1,509,413 0.51% 
29 パキスタン 南アジア 1,460,782 0.49% 
30 [パレスチナ自治区] 中東 1,316,762 0.44% 
 
※『2010 年版 政府開発援助（ODA）白書』より、筆者が作成。単位は（千円） 
※卒業国（※）向けを含む。また、[ ]内は地域名を示す。 
※白書に掲載されているデータは単位がドルであったが、「財務省貿易統計」で公開され
ている 2009 年の年間平均レート（1 ドル：93.52 円）を掛け合わせて、日本円に換算した。 
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図表 4-14：群馬県の海外姉妹友好提携状況（2010 年 3 月現在） 
 
(県)市町村  姉妹友好提携先市町村名  提携年月日
(群馬県)  ブラジル連邦共和国サンパウロ州  1980/8/25
イタリア共和国ウンブリア州テルニ県オルヴィエート市  1997/12/12
アメリカ合衆国アラバマ州バーミングハム市  1998/10/21
前橋市  
アメリカ合衆国ウィスコンシン州メナーシャ市  2005/8/22
アメリカ合衆国ミシガン州バトルクリーク市  1981/7/1
ブラジル連邦共和国サンパウロ市サントアンドレ市  1981/10/2
中華人民共和国河北省承徳市  1987/10/6
チェコ共和国プルゼニ市  1990/8/1
高崎市  
フィリピン共和国モンテンルパ市  2006/10/28
イタリア共和国ピエモンテ州ビエラ県ビエラ市  1963/10/12桐生市  
アメリカ合衆国ジョージア州コロンバス市  1978/4/25
アメリカ合衆国ミズーリ州スプリングフィールド市  1986/7/18伊勢崎市  
中華人民共和国安徽省馬鞍山市  1989/11/9
アメリカ合衆国カリフォルニア州バーバンク市  1984/2/14
中華人民共和国遼寧省営口市  1987/9/26
太田市  
アメリカ合衆国インディアナ州ラフィエット市、同西ラフィエット市、同ティピカヌー郡  1993/10/7
沼田市  ドイツ連邦共和国バイエルン州フュッセン市  1995/9/29
オーストラリア・クィーンズランド州マルーチー市  1996/7/9館林市  
中華人民共和国省江蘇省昆山市  2004/10/25
イタリア共和国ヴェネット州パドバ県アバノテルメ市  1993/3/31
オーストラリア・クィーンズランド州ローガン市  1996/4/17
アメリカ合衆国ハワイ州ハワイ郡  1997/1/22
渋川市  
イタリア共和国ウンブリア州フォリーニョ市  2000/5/23
藤岡市  中華人民共和国江蘇省江陰市  2000/4/28
富岡市  オーストラリア・アルバニー市  2001/2/1
安中市  カナダ・ブリティッシュコロンビア州キンバリー市  2005/12/16
上野村  台湾・苗栗県卓蘭鎮  1989/10/28
イタリア共和国トスカーナ州フィレンツェ県チェルタルド市  1983/10/20甘楽町  
中華人民共和国黒龍江省哈爾濱市  1991/8/29
長野原町  アメリカ合衆国モンタナ州リビングストン市  1991/10/28
ドイツ連邦共和国バーデン・ヴェルテンベルグ州ビーティッヒハイムビッシンゲン市  1962/10/11
オーストリア共和国チロル州ノイシュティフト村  1986/3/21
オーストラリア・ニューサウスウェールズ州スノーイ・リバー町  1991/7/10
草津町  
チェコ共和国ウエスト ボヘミア州カルロビヴァリィ市  1992/5/20
チェコ共和国ウヘルスキー・ブロッド町 1995/11/3みなかみ町 
アメリカ合衆国テキサス州ハンツヴィル市 1991/4/18
大泉町  ブラジル連邦共和国サンパウロ州グアラチンゲター市  1992/10/15
 
※群馬県 HP より。 
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4.4 まとめ 
 この章では「事業の全体像」や「群馬県ならではの独自性」に関する分析を行ってきた。
国際化関連事業の中では重要度が相対的に低い「国際協力事業」ではあるが、もし仮に「群
馬県ならではの傾向」が明確に存在するならば、「群馬県の国際協力事業は、何らかの『目
的』に応じて実施されている」という仮説が構築できるからである。本節では、これまで
の分析結果のまとめと、そこからの考察を行なう。 
 群馬県の「世界の平和と繁栄に協力」事業は、「4.2 国際協力事業の定義」における図
表 4-1 のような 4 つの領域からなる。このうち、事業費の大部分を占めるのが「県民の特
性を生かした協力の推進」であり、その内容は ODA に準ずる「技術協力」と呼ぶにふさ
わしいものである。自治体においても、国と同様の国際協力事業が実施されているのだ。 
 しかし、2000 年度のピーク時には 8800 万円であった事業費は、2010 年には 1100 万円
台にまで削減されている。群馬県における国際協力事業は、「前年度までの事業が継続的
に実施される」という傾向が長らく続いていたが、近年は既存事業の多くが中止に追い込
まれており、事業数全体の削減傾向が続いている。また、個々の事業も規模縮小の一途を
たどっている。 
 協力分野は「農業（林業を含む）」「職業訓練（広義の教育）」といった項目が多く、日
本が行なっている ODA（技術協力）とおおむね似通った傾向である。しかし、日本は「教
育」「農業」の他にも「社会インフラ」「保健」「上下水道」といった幅広い分野で事業を
展開しているのに対して、群馬県では「農業」「教育」という項目に特化した国際協力を
行なっている。限られた予算の中で、自らの強みを生かした国際協力事業を推進していこ
うとする群馬県の意図が、ここから汲み取れる。 
 国際協力の相手先としては、「東アジア」「南米」がメインであり、「日本にとっての最
大の援助先である中国に対して、群馬県はほとんど技術協力を行なっていない」ことや「日
本の ODA においては相対的に手薄になっている、南米地域を群馬県は重視している」こ
となど、群馬県の独自性が見て取れる。 
 
 結論としては、群馬県の国際協力事業は規模縮小の傾向が著しいが、事業内容を見ると、
群馬県としての独自性がある程度は表れている。しかしながら、その独自性がどのような
要因に基づいて形成されているのかに関しては、本分析において明らかにすることが出来
なかった。 
 また、地方自治体が国際協力事業を推進することの必要性（目的）についても、明確な
答えは得られなかった。しかしながら、群馬県独自の傾向をある程度は見て取れる以上、
群馬県の国際協力事業は単なる「国の ODA の規模縮小版」ではなく、県として何らかの
独自の目的を持って実施されているのだと考えることが出来る。 
 今後は、その目的に関する更なる考察が重要になってくるであろう。なぜならば、群馬
県の国際協力事業を「質」的に評価するためには、事業目的を明確化する必要があるから
である。その上で、目的がどの程度まで達成されているのかを判断することこそが、事業
の「質」を評価するということである。逆に言えば、国際協力事業の必要性を明確に打ち
出せないのであれば、地方の財政難が続く中で予算が縮小されていくことも止むを得ない。 
 なお、縮小傾向にあるとはいえども、事業の内容自体は国が行なう ODA と極めて近い
性格のものであり、日本全体の ODA について議論する上で、自治体の取り組みを考慮に
入れることは不可欠であると思われる。その際の事業評価基準としては、国の ODA と同
様の手法を用いることも有効であると思われる。 
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第 5 章 神奈川県との比較 
5.1 都道府県ごとの比較を行なう意義 
 この章では、地方自治体の国際化関連事業や国際協力事業に関して、群馬県と神奈川県
のケースを通じて比較する。第 3 章と第 4 章では、群馬県の「国際化関連事業」と「国際
協力事業」に関して、その全体像を傾向の把握を行い、そこから、事業の実施目的に関す
る仮説を構築した。しかし、本論文の目的はあくまで「地方自治体の国際化関連事業、お
よび国際協力事業について」考えることである。群馬県のケースに着目することを通じて、
全国の自治体における国際化関連事業についての仮説構築を目指すものである。 
 群馬県と神奈川県との比較によって、これまでの分析で判明した群馬県の特徴が、群馬
県に固有のものなのか、あるいは各都道府県に共通のものなのかを判断するための一助と
する。また、都道府県ごとの独自性がどのような要因によって決定されるのかを明らかに
するための、有益な情報が得られることも期待される。 
 具体的な比較の方法としては、早稲田大学商学部の卒業論文である、稲益（2011）33
に掲載されているデータを用いる。稲益（2011）では、2006～2010 年度の 5 年間のデー
タを用いて、神奈川県の国際化事業に関する分析を行っている。本論文の定義でいうとこ
ろの「国際化関連事業の事業費」は、稲益（2011）においては「国際関連予算」という名
称で取り上げられている。また、本論文における「国際協力事業費」は稲益（2011）にお
ける「（神奈川県の）ODA支出」という項目に該当している。 
                                                 
 稲益（2011）における「国際関連予算」の定義は、本論文における「国際化関連事業の
事業費」とはかなり異なっている。神奈川県の予算見積書をダウンロードし、その中から
国際化に関係するものを抽出する、という方法を取っている。具体的には次の通りである。 
 
第一に、予算の見積書は平成 19 年度では、全部で 3470 枚という膨大な数
になる。それらを一つ一つ熟読する時間は無いため、予算見積書の検索シ
ステムを用いて国際関連予算を検索した。その方法は、まずは県民局の国
際課の全予算をダウンロードし、更に、文字列検索を利用して、「国際」と
いう文字の入る予算を検索し、ダウンロードした。第二に、この方法を用
いることで、国際関連の予算を弾き出すことが出来たものの、「国際」とい
う文字が入るが不適切なもの（横浜国際大学関連の予算や国際観光地であ
る箱根の更に周辺の地域の道路工事予算等）も含まれてしまうので、あま
りにも国際関連予算として取り扱うには不適切なものは取り除いた。（前述
の箱根自体の道路工事などまでは表に記載した。）第三に、予算の額は査定
額を用いた。見積もりよりも査定額の方が実際に使われた金額として扱う
のに適切だからである。 
 
（引用文献：稲益司「神奈川県予算の国際的支出について」 
卒業論文 早稲田大学商学部、2011 年、p.4） 
 
 また、稲益（2011）における「（神奈川県の）ODA 支出」に関しては、政府開発援助（ODA）
大綱の定義のもと、先ほどの「国際関連予算」の中から稲益氏の判断で ODA 基準に該当
するものを抽出した、との事である。 
 このように、本論文における「国際化関連事業」や「国際協力事業」と、稲益（2011）
における「国際関連予算」や「（神奈川県の）ODA 支出」はかなり異なるデータであるが、
あくまでも参考として、双方が同一のデータであるとして扱い、本章における分析を進め
ていく。なお、これ以降の分析においては、群馬県・神奈川県の双方の事業に関して、「国
際化関連事業」「国際協力事業」という名称を統一して用いることにする。 
 
33 稲益司氏は、早稲田大学商学部 高瀬浩一ゼミナールの 2011 年度卒業生である。 
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5.2 事業規模の比較 
 本節では、事業規模の観点から群馬県と神奈川県の比較を行なう。「国際化関連事業」
と、その中の「国際協力事業」事業費についてまとめたものが図表 5-1 である。「国際化
関連事業」に関しては、神奈川県の事業費は群馬県と比べて 5～8 倍の規模となっている。
また「国際協力事業」に関しても、4～10 倍の規模となっている。また図表 5-2、図表 5-3
は、それぞれをグラフの形にしたものである。サンプル数が 5 年度分しかないため、事業
費の推移の傾向を判断することは難しいが、両県における事業規模の格差はイメージして
いただけるであろう。 
 もちろん、群馬県と神奈川県は人口も予算規模も大きく異なるため、一概に事業費だけ
を比較することは出来ない。図表 5-4 は、群馬県と神奈川県における、人口と一般会計予
算34の比較である。そして、図表 5-5 は県民一人当たりの事業費を計算した結果である。
国際化関連事業や国際協力事業に対する一人当たりの負担額は、年度によっては多少の差
があるものの、群馬県と神奈川県ではおおむね同じくらいの値となっている。図表 5-6 は、
一般会計予算に占める国際化関連事業や国際協力事業の事業費の割合を計算したもので
ある。こちらは一人当たり負担額とは異なり、明確な格差が存在する。神奈川県は群馬県
に比べて、一般会計予算に占めるシェアはおおよそ 2～3 倍の値になっている。 
 
 
図表 5-1：群馬県と神奈川県における、事業費の比較 
 
群馬県 神奈川県 
  国際化関連 国際協力 国際化関連 国際協力 
1993 389,509 62,363     
1994 769,796 57,108     
1995 867,190 58,432     
1996 1,006,387 66,534     
1997 932,423 65,505     
1998 1,078,086 84,183     
1999 993,095 80,397     
2000 587,404 88,038     
2001 556,770 73,237     
2002 593,198 69,949     
2003 519,684 57,437     
2004 383,522 42,685     
2005 537,914 37,973     
2006 469,175 32,959 2,209,905 153,589 
2007 453,414 35,362 2,346,859 148,531 
2008 361,492 30,398 2,960,639 163,647 
2009 321,986 23,133 2,640,949 144,520 
2010 485,329 11,691 2,699,811 126,023 
 
※事業費の単位は（千円） 
 
                                                  
34 国際化関連事業の財源は、その大部分が一般会計予算によるものであるため、総予算ではなく一般会
計予算の値を用いる。 
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図表 5-2：群馬県と神奈川県における、「国際化関連事業費」の比較（千円） 
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図表 5-3：群馬県と神奈川県における、「国際協力事業費」の比較（千円） 
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図表 5-4：人口と一般会計予算の比較 
 
群馬県 神奈川県 
  人口 一般会計予算 人口 一般会計予算 
2006 2,020,643 797,327,500 8,829,837 1,694,075,000  
2007 2,016,173 808,010,150 8,880,062 1,671,586,000  
2008 2,012,275 653,731,000 8,917,182 1,743,288,000  
2009 2,007,019 661,073,000 8,943,114 1,724,712,000  
2010 2,008,068 658,131,000 9,048,331 1,758,268,000  
 
 
※人口の単位は（人）、予算の単位は（千円） 
※「平成 22 年度国勢調査」「群馬県統計年鑑」「各県の財政情報 HP」をもとに筆者が作成。 
※群馬県では 2008 年度当初予算から、中小企業向け制度融資に関する予算を 
一般会計から特別会計へ移管したため、一般会計予算が大きく下がっている。 
※神奈川県の予算額は、臨時財政対策債の特別会計への計上分を 
一般会計に含めた場合を示している。 
 
 
 
図表 5-5：県民一人当たりの事業費 
 
群馬県 神奈川県 
  国際化関連 国際協力 国際化関連 国際協力 
2006 232 16 250 17 
2007 225 18 264 17 
2008 180 15 332 18 
2009 160 12 295 16 
2010 242 6 298 14 
 
※単位は（円） 
 
 
図表 5-6：一般会計予算に占める割合 
 
群馬県 神奈川県 
  国際化関連 国際協力 国際化関連 国際協力 
2006 0.0588% 0.0041% 0.1304% 0.0091% 
2007 0.0561% 0.0044% 0.1404% 0.0089% 
2008 0.0553% 0.0046% 0.1698% 0.0094% 
2009 0.0487% 0.0035% 0.1531% 0.0084% 
2010 0.0737% 0.0018% 0.1535% 0.0072% 
 
 
 
 51
5.3 「国際協力事業」における、事業分野と対象国の比較 
 本節では特に「国際協力事業」について、その事業分野と対象国を比較する。図表 5-7
は、神奈川県の国際協力事業を、OECD/DACの基準に基づいて分類したものである。こ
の表によると、神奈川県の国際協力は「教育・訓練35」と「貿易」という分野が 2 本の柱
になっている。 
 第 4 章で見たように、群馬県の注力分野は「教育・訓練」と「農業」であった。「教育・
訓練」は両県において共通の重点分野であるが、「貿易」分野の重視は明らかに神奈川県
独自の傾向である。一方、神奈川県においては「農業」分野の事業が全く行われていない。 
 
 
図表 5-7：神奈川県の国際協力の分野別事業費（千円） 
 
 人的資源一般 高等教育 職業訓練 社会福祉 貿易 その他 合計 
2006 5,746 49,282 81,783 1,770 104,813 16,278 259,672
2007 5,681 51,338 79,830 1,616 110,624 11,425 260,514
2008 3,513 51,338 78,108 1,616 114,100 30,711 279,386
2009 3,267 51,305 74,154 1,016 108,901 16,049 254,692
2010 2,878 43,205 64,110 914 95,332 16,045 222,484
 
※稲益（2011）を参考に、筆者が作成。 
※このデータには、本論文で言うところの「国際協力事業」の他にも、「ODA に入る可能
性を少しでも有する事業」が含まれている。稲益（2011）では、その事業のことを「疑似
ODA」と定義している。このため、表の合計額は図表 5-1 とは一致しない。 
 
 
 
                                                  
35 「人材資源一般」「高等教育」「職業訓練」は、いずれも OECD/DAC 分類において、広い意味での「教
育・訓練」に含まれる。 
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 また、図表 5-8 は神奈川県の国際協力事業を対象国別に分類したものである。神奈川県
の国際協力は「アジア重視」の傾向が強いようである。特に中国に対しては重点的に事業
を行なっている。また、JICA を始めとした「国際化関係機関」を対象にした事業の割合
も大きい。 
 これは、群馬県とは明らかに異なる傾向である。群馬県も「東アジア」を重視している
が、中国に対してはほとんど国際協力事業を行なっていない。そして、群馬県が重視して
いる「南米」に対して、神奈川県は全く国際協力を行なっていない。また、群馬県でも JICA
を対象とした事業は行なわれているが、その規模は決して大きなものではなく、神奈川県
の傾向とは大きく異なっている。 
 
 
図表 5-8：神奈川県の国際協力の対象国別事業費（千円） 
 
 中国 マレーシア インド アジア 機関 不明 合計 
2006 28,470 8,782   18,600 103,173 109,429 268,454 
2007 27,800 13,358 4,000 18,000 102,703 108,011 273,872 
2008 46,006 13,458 2,650 18,000 108,609 104,121 292,844 
2009 29,726 12,415 875 14,000 106,170 103,921 267,107 
2010 28,085 10,805 682 11,233 94,329 88,155 233,289 
 
 
※稲益（2011）を参考に、筆者が作成。 
※「機関」には、「JICA」「（財）海外日系人協会」「世界連邦宣言自治体協議会」「JETRO」
の 4 団体が含まれている。 
※このデータには、本論文で言うところの「国際協力事業」の他にも、「ODA に入る可能
性を少しでも有する事業」が含まれている。稲益（2011）では、その事業のことを「疑似
ODA」と定義している。このため、表の合計額は図表 5-1 とは一致しない。 
※なお、原因は不明であるが、この表の合計額は図表 5-7 とも一致していない。それでも、
大まかな傾向を読み取ることは可能であるため、あくまでも参考としてこのデータを利用
する。 
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5.4 まとめ 
 この章では、群馬県の「国際化関連事業」「国際協力事業」の傾向が、群馬県に固有の
ものなのか、あるいは各都道府県に共通のものなのかを判断するために、群馬県と神奈川
県の比較を行なってきた。本節では比較結果のまとめと、そこからの考察を行なう。 
 まずは事業費に関して、群馬県と神奈川県では4～10倍の大きな隔たりがある。これは、
「国際化関連事業」と「国際協力事業」に共通のことである。しかし、県民一人当たりの
負担額で見るとおおむね同じくらいの金額となっている。負担額はそれぞれ、「国際化関
連事業」が 200～300 円くらい、「国際協力事業」は 15 円前後である。仮にこれが全国の
都道府県に共通の傾向であり、日本の総人口を 1 億 3000 万人とすると、全国都道府県に
おける国際化関連事業費の合計額は 260 億円から 390 億円、同じく国際協力事業費の合計
額は約 20 億円前後であると試算できる。 
 一方で、これらの事業費が一般会計予算に占める割合で見ると、群馬県と神奈川県との
間には明確な隔たりが存在する。神奈川県は群馬県に比べて、一般会計予算に占めるシェ
アはおおよそ 2～3 倍の値になっている。 
 また「国際協力」における事業分野で見ると、群馬県は「教育・訓練」「農業」に注力
しているのに対して、神奈川県は「教育・訓練」「貿易」のウェイトが高い。 
 同じく対象国では、両県とも「アジア重視」の傾向があるが、神奈川県は中国に対して
重点的に事業を行なっているのに対し、群馬県には中国向けの事業はほとんど存在しない。
また、群馬県の場合はアジアに加えて、南米向けの事業にも力を入れている。一方で、神
奈川県は JICA を始めとした「国際化関係機関」を対象にした事業の割合も大きい。 
 
 ところで、国際協力事業において、こうした県ごとの独自性はどのような要因によって
決定されているのであろうか。 
 事業分野に関しては、各県ともに「教育・訓練」などBHN36に関する分野に注力をして
おり、それに加えて各自治体の強みを生かした事業にも重点が置かれている、という仮説
が立てられる。その強みの分野が、群馬県における「農業」であり神奈川県における「貿
易」なのではないだろうか。 
 また、事業の対象国に関しては、全国自治体の共通点として「アジア重視」という傾向
があるのではないかと推察される。それに加えて、各県が独自に、自県との関係が深い国
に対して重点的な事業を行なっているのではないだろうか。群馬県の「南米重視」の傾向
は、群馬県とブラジルとの関係の深さ37によるところが大きいと考えられる。また、神奈
川県の「中国重視」の傾向に関しては、横浜の中華街が関係しているかも知れない38。さ
らに、神奈川県における「国際化関係機関」重視の傾向からは、大都市を抱えている県ほ
ど、外郭団体や関連団体を対象とした事業が多いのではないか、という仮説も立てられる。 
 
 結論として、自治体の国際化関連事業や国際協力事業の規模は、おおむね人口に比例し
ている。また、予算規模が大きい県の方が、国際化関連事業や国際協力事業に掛ける予算
の割合は高い。 
 自治体の国際協力事業は、基本的には「アジア重視」という傾向があり、それに加えて
自県との関係が深い国に対しても重点的に事業を行なっていると考えられる。また、協力
分野に関しては「教育・訓練」などの分野を重視しているが、それに加えて、各県が自ら
の強みを生かせる分野に注力している。 
                                                  
36 Basic Human Needs：衣食住や教育など、人間として最低限必要な要素。 
37 群馬県では、日系ブラジル人の移民を数多く受け入れている。 
38 これはあくまでも筆者の推測によるものであり、「中華街があるから、神奈川県は中国向けの国際協
力事業を重視している」と結論付けるものではない。 
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第 6 章 群馬県の国際化関連事業の決定要因に関する回帰分析 
6.1 決定要因を明らかにする意義 
 この章では回帰分析を行い、群馬県における国際化関連事業の決定要因を探る。具体的
には、国際化関連の事業費を非説明変数とするモデルを想定し、どのような説明変数を用
いた際に説明力が最も高くなるのかを検討する。 
 決定要因にこだわる理由は、国際化関連事業の「量」的な評価をするための基準につい
て検討するためである。第 3 章における分析で、群馬県の国際化関連事業を評価するため
には「人材育成」や「国際交流」の度合いを測定することが重要である、という考えを述
べた。ところで、事業の評価をするには「質・量」両面からの議論が欠かせないが、「人
材育成」や「国際交流」レベルの測定は、共に国際化関連事業の「質」を図ろうとする試
みである。 
 ではそれに対して、「量」的な評価はどのように考えれば良いのであろうか。近年、群
馬県における国際化関連事業は減少傾向が続いているが、これによって群馬県の国際化関
連事業の「量」的評価は下がる一方なのであろうか。筆者は、そうは思わない。国際化関
連事業は、全ての県が毎年必ず実施をすべき、という「義務的事業」ではない。各県がそ
れぞれの状況に応じて、分相応な規模で行なう「裁量的事業」であるべきなのである。 
 本論文における「量的評価」の定義は、事業の規模が適正かどうかを判断することであ
る。例えば、ある県にとっての「分相応」な事業規模はどのようにすれば算出できるので
あろうか。国際化関連の事業規模の決定要因を探ることで、その指針を示す。 
 
6.2 分析モデルの構築 
 群馬県で行なわれている「国際化関連事業」の事業費の推移を説明するには、どのよう
な経済・財政指標が有効であるかを明らかにする。具体的には下記のような回帰分析モデ
ルを想定し、時系列分析を行う。 
 
被説明変数：Y 群馬県の国際化関連事業費 
 
説明変数：X1 県内 GDP（名目） 
     X2 県内 GDP 成長率（実質） 
     X3 県債発行額（臨財債39を除く、対歳入総額比） 
     X4 自主財源比率 
     X5 県債残高（対歳入総額比） 
     X6 公債費（対歳出総額比） 
     X7 一般会計予算 
     X8 群馬県の人口 
     X9 外国人登録者数 
     X10 日本の ODA 予算（純額） 
 
国際化関連事業費 t ＝ α + β1・GDPt + β2・GDP 成長率 t + β3・県債発行額比率 t 
+ β4・自主財源比率 t + β5・県債残高比率 t + β6・公債費比率 t 
+ β7・一般会計予算 t + β8・群馬県人口 t  + β9・外国人数 t 
+ β10・日本の ODA t + εt 
＊t ＝ 1993,…… ,2010 
                                                  
39 臨時財政対策債のこと。国の地方交付税特別会計の財源が不足し、地方交付税として交付するべき財
源が不足した場合に、地方交付税の交付額を減らして、その穴埋めとして、該当する地方公共団体自らに
地方債を発行させるもの。形式的には、その自治体が地方債を発行する形式をとるが、償還に要する費用
は後年度の地方交付税で措置されるため、実質的には地方交付税の代替財源とみて差し支えない。 
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6.3 説明変数の候補の選定 
 地方自治体の国際事業に関する実証的な先行研究はほとんど存在していない。一方で、
日本や DAC 諸国の ODA に関しては、これまでに様々な実証研究がなされてきた。 
 ODA に関する実証研究は、主に２つのパターンが存在する。1 つ目は、ODA 金額を説
明変数とするものである。被説明変数として対象国の GDP 成長率や、自国との貿易額な
どを想定し、主に ODA の効果測定などを行う。2 つ目は、ODA 金額を被説明変数とする
ものである。説明変数として様々な指標を用いて、ODA の決定要因を探る。 
 後者のパターンの先行研究として、例えば大村（2009）があげられる。この研究では、
「ODA に関する国際目標が、もっぱらドナー国の ODA 支出と GDP との関係に注目して
いることの妥当性に関して過去のデータに基づいて検証」している。被説明変数として
DAC 諸国の「ODA 純支出」、説明変数として「GDP（名目）」「GDP 成長率（実質）」「政
府財政収支（対 GDP 比）」「公的債務（グロス、対 GDP 比）」「経常収支（対 GDP 比）」「外
貨準備高」「租税負担率」「失業率」を用いている。 
 本論文では、この大村（2009）において用いられている説明変数を参考に、自治体の国
際化関連事業の決定要因を説明するのにふさわしい説明変数の候補を選択した。それが、
上で示した X1～X5 の変数である。それに加えて、前章までの分析結果や筆者独自の知見
を踏まえて、本論文において独自に採用したのが X6～X10 の変数である。 
 なお、各変数に関する詳しい説明と、具体的なデータの内容については、参考資料とし
てこの論文の最後に掲載してある。 
 
6.4 相関係数による分析 
6.4.1 仮説 
 国際化関連事業費と各説明変数との間には、以下のような関係があると想定される。 
 
図表 6-1：国際化関連事業費との相関係数の符号に関する仮説 
 
X1 県内 GDP（名目） 
X2 県内 GDP 成長率（実質） 
X4 自主財源比率 
X7 一般会計予算 
X8 群馬県の人口 
X9 外国人登録者数 
プラス
 
X10 日本の ODA 予算（純額） 
X3 県債発行額（臨財債を除く）（対歳入総額比） 
X5 県債残高（対歳入総額比） 
マ イナス
 X6 公債費（対歳出総額比） 
 
6.4.2 変数間の相関係数 
 X1～X10 の変数に関して、変数同士の相関係数を求めたものが図表 6-2 である。相関係
数の強さに応じて、表を色分けしてある。 
 「国際化関連事業費」との関係については、「県内 GDP 成長率」「自主財源比率」「群馬
県の人口」以外の 7 変数には、比較的強い相関が見受けられる。特に、「県内 GDP」「県
債発行額比率」「公債費比率」との相関係数が高い。 
 また、相関係数の符号については、おおむね先程の仮説と同一の結果であるが、「県債
発行額比率」「自主財源比率」「外国人登録者数」に関しては、それぞれ相関係数の符号が
逆になっており、仮説とは異なる結果となった。 
 
 
図表 6-2：変数同士の相関係数 
 
  
国際化 
関連事業費
県内 
GDP 
県内GDP
成長率 
県債 
発行額比率
自主財源
比率 
県債 
残高比率
公債費
比率 
一般会計
予算 
群馬県の
人口 
外国人 
登録者数
日本の 
ODA 予算
国際化関連事業費 1.000                     
県内 GDP 0.803 1.000                   
県内 GDP 成長率 0.308 0.466 1.000                 
県債発行額比率 0.803 0.586 -0.088 1.000               
自主財源比率 -0.286 0.032 -0.023 -0.547 1.000             
県債残高比率 -0.495 -0.463 -0.189 -0.522 0.246 1.000           
公債費比率 -0.809 -0.748 -0.213 -0.769 0.161 0.735 1.000         
一般会計予算 0.529 0.820 0.332 0.315 0.209 -0.078 -0.404 1.000       
群馬県の人口 0.085 0.316 0.170 -0.059 0.178 0.519 0.251 0.721 1.000     
外国人登録者数 -0.586 -0.471 -0.156 -0.677 0.479 0.959 0.736 -0.058 0.479 1.000   
日本の ODA 予算 0.628 0.568 0.174 0.749 -0.582 -0.833 -0.734 0.233 -0.274 -0.920 1.000  
 
 
 
※相関係数の目安 
0.7～1.0 強い相関あり 
0.4～0.7 やや相関あり 
02～0.4. 弱い相関あり 
0～0.2 ほぼ相関なし 
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6.5 説明変数の候補の絞り込み 
 もちろん、今回の重回帰分析で、X1～X10 の全てを説明変数として用いる訳ではない。
図表 6-2 を見ると、変数間にかなり強い相関があるケースが何箇所も見受けられる。図表
6-3 は、変数同士の相関係数が 0.7 以上の組み合わせを抜き出したものである。このまま
では多重共線性が発生する可能性があるため、変数候補の絞り込みを行なう。 
 
図表 6-3：相関係数が高い変数の組み合わせ 
 
番号 変数 相関係数 
1 県内 GDP 公債費比率 -0.748  
2 県内 GDP 一般会計予算 0.820  
3 県債発行額比率 公債費比率 -0.769  
4 県債発行額比率 日本の ODA 予算 0.749  
5 県債残高比率 公債費比率 0.735  
6 県債残高比率 外国人登録者数 0.959  
7 県債残高比率 日本の ODA 予算 -0.833  
8 公債費比率 外国人登録者数 0.736  
9 公債費比率 日本の ODA 予算 -0.734  
10 一般会計予算 群馬県の人口 0.721  
11 外国人登録者数 日本の ODA 予算 -0.920  
 
 まずは図表 6-3 における 2 番のケースについて、「一般会計予算」は変数の候補から除
外する。なぜならば、「県内 GDP」の中には群馬県による支出である「一般会計予算」が
内包されており、両者が高い相関を持つのは当然だからである。今回の分析においては、
「県内 GDP」の方が「国際化関連事業費」との相関が圧倒的に高いため、「一般会計予算」
を除外することにした。これによって、同時に 10 番のケースも解消される。 
 次に、3 番と 5 番のケースについて、「公債費比率」と「県債残高比率」を除外すること
にする。そもそも、県の「公債費」「県債残高」「県債発行額」の 3 項目には、下記のよう
な関係が成り立つと推測される。 
 
県債残高 t ＝ 県債残高 t-1 + 県債発行額 t － 公債費 t 
 
よって、これらの対歳出比率（または対歳入比率）である「県債発行額比率」「県債残高
比率」「公債費比率」にも、当然ながら高い相関関係が存在するため、分析で用いる変数
は 1 つに絞る必要がある。まず「県債残高比率」に関しては、「国際化関連事業」と相関
が低いので除外する。これによって、6 番、7 番のケースも同時に解消される。次に「県
債発行額」と「公債費比率」は、双方とも「国際化関連事業費」と高い相関があるが、今
回は「公債費比率」を除外することにする。なぜならば、「公債費比率」は他にも 1 番、8
番、9 番のケースに絡んでおり、重回帰分析を行なう中で多重共線性を引き起こす可能性
が高いからである。 
 さて、「県債発行額」「公債費比率」「一般会計予算」を除外することで、4 番と 11 番以
外のケースは解消することが出来た。4 番における相関係数の高さは、「偶然」もたらされ
たものであると思われる。近年における群馬県の県債発行額は減少傾向にあるが、それと
は全く無関係に、日本の ODA 予算も減少傾向が続いている。また、11 番の相関係数も「偶
然」によるものだと思われる。群馬県における外国人登録者数は年々増加しており、たま
たま日本の ODA 予算と強い負の相関を示したものと思われる。これらの変数は除外する
ことなく、重回帰分析における変数の候補として採択する。 
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 結局のところ、今回の重回帰分析で用いる説明変数は、下記の 7 つである。 
 
県内 GDP（名目） 
      県内 GDP 成長率（実質） 
     県債発行額（臨財債を除く、対歳入総額比） 
      自主財源比率 
     群馬県の人口 
       外国人登録者数 
       日本の ODA 予算（純額） 
 
6.6 重回帰分析 
 変数増加法40で、説明変数のF値（ｔ値の二乗）が 2 以上のものに関して、F値が高い順
にモデルに加えていった結果、「県内GDP」「県債発行額比率」の 2 変数が採択された。推
定結果は下記の通りである。 
 
 
国際化関連事業費 ＝ －3206024 + 0.00045 県内 GDP + 4097809 県債発行額比率 
（-3.697） （3.677）     （3.675） 
 
R2 ＝ 0.8131 補正 R2 ＝ 0.7882 
s ＝ 113514 DW ＝ 1.958 
 
※有意水準は 1% 
※R2 は決定係数を、補正 R2 は自由度調整済決定係数を表している。また s は標準誤差、
DW はダービン＝ワトソン統計量である。 
※（）内の数値は、各推定値の t 値である。 
※回帰モデルの F 検定は有意である。また、系列相関は否定される。 
※各推定値の t 値は絶対値が十分に大きく、すべて有意である。 
 
 
 例えば県内 GDP が 1000 億円増加すると、群馬県の国際化関連事業費は 4500 万円増加
することになる。県内の経済状況が上向くほど国際化関連の支出が増加するというのは、
理にかなっているように思われる。 
 一方で、県債発行額（対歳入総額比）が 1％上がると、群馬県の国際化関連事業費は 4098
万円増加することになる。県債というのは県にとっての借金であり、その金額が増加する
ほど国際化関連の支出が大きくなるというのは、一見して不可解な結果である。 
 
                                                  
40 説明変数が 1 つも含まれないモデルからスタートして、変数を順次加えていく方式。有意性が最も高
い変数を選出し、その F 値（t 値の二乗）が 2 以上の場合に、説明変数として採用する。 
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6.7 まとめ 
 この章では自治体の国際化関連事業について、都道府県にとっての「分相応」な実施規
模を判断するための基準となる指標を探ってきた。具体的には、群馬県の「国際化関連事
業費」の時系列データを被説明変数にした重回帰分析を行い、どのような説明変数を用い
たモデルの説明力が高くなるかを検討してきた。 
 分析結果としては、モデルの決定係数と、個々の説明変数における回帰係数の有意性の
双方から見て、「県内 GDP」「県債発行額比率」の 2 変数モデルが最も適当であると考え
られた。 
 
国際化関連事業費 ＝ －3206024 + 0.00045 県内 GDP + 4097809 県債発行額比率 
 
 このモデルによると、県内 GDP が 1000 億円増加すると、群馬県の国際化関連事業費は
4500 万円増加することになる。ここから「県内の経済状況が上向くほど、国際化関連の
支出が増加する」という仮説が立てられる。 
 一方で、県債発行額（対歳入総額比）の回帰係数の符号が正の値になっている。この事
実はどのように解釈すれば良いのであろうか。県債とは県にとっての借金であり、借金が
増えるほど国際化関連の支出が大きくなるというのは一見して不可解な結果である。 
 
 ところで、都道府県における予算編成の過程では、地方税などの自主財源が足りない場
合に、財源を補う目的で県債が発行されている。つまり、歳入総額に対する県債発行額比
率が高いということは、県の財政が「強気」な状態にあるという解釈をすることが出来る。
一方で近年は、群馬県を含む全国の都道府県で緊縮財政が続いており、それに伴い県債発
行額も削減が続いている。このように、県債発行額と県財政の「強気度」との間には、強
い相関があると思われる。 
 そしてここから、県財政の「強気度」によって国際化関連事業の規模が決定される、と
いう仮説が導かれる。県の財政が強気のときには国際化関連事業費も増加するが、県が緊
縮財政を打ち出すと、国際化関連の支出は大幅に削減されるものと思われる。これは、国
際化関連事業費は、各県がそれぞれの状況に応じて行なう「裁量的事業」である、という
本論文の立場とも整合性がある。 
 本章における分析を通じて、「県債発行額比率」は県の国際化関連事業費の推移を説明
するための変数として説明力が高く、回帰係数の有意性も非常に高い結果が得られた。確
かに、「県債発行額」は県の財政の「強気度」を示すための代理変数の一つであるかも知
れない。しかしながら、「県債発行額」が増えること自体は決して好ましいことではなく、
国際化関連事業の推移を説明するための指標としては、必ずしも適切だとはいえない。各
県にとっての、国際化関連事業の「分相応」な実施規模を考えるためには、県財政の「強
気度」を示すような指標を考える必要があるであろう。 
 
 結論として、群馬県における国際化関連の事業規模は、「県内 GDP」や「県財政の強気
度」と高い相関があると思われる。県の国際化関連事業を「量」的に評価するためには、
これらの財政指標を考慮に入れる必要があるであろう。具体的な評価方法に関しては、第
8 章で改めて検討する。 
 
 なお、今回の分析では群馬県のケースだけを用いた時系列分析を行ったが、各都道府県
にとっての「分相応」な事業規模を判断するためには、各都道府県のデータを用いたクロ
スセクション分析やパネルデータ分析を行うことが不可欠である。これは、今後の研究課
題としたい。 
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第 7 章 群馬県の国際協力事業費の決定要因に関する回帰分析 
7.1 分析モデルの構築 
 第 6 章では、群馬県の国際化関連事業について、その決定要因を探るための回帰分析を
行った。本章では同様の分析手法を用いて、群馬県の「国際協力事業」の決定要因を探っ
ていく。具体的には、下記のようなモデルを想定する。 
 
被説明変数：Y 群馬県の国際協力事業費 
 
説明変数：X1 県内 GDP（名目） 
     X2 県内 GDP 成長率（実質） 
     X3 県債発行額（臨財債を除く、対歳入総額比） 
     X4 自主財源比率 
     X5 県債残高（対歳入総額比） 
     X6 公債費（対歳出総額比） 
     X7 一般会計予算 
     X8 群馬県の人口 
     X9 外国人登録者数 
     X10 日本の ODA 予算（純額） 
     X11 日本の技術協力予算 
 
国際化関連事業費 t ＝ α + β1・GDPt + β2・GDP 成長率 t + β3・県債発行額比率 t 
+ β4・自主財源比率 t + β5・県債残高比率 t + β6・公債費比率 t 
+ β7・一般会計予算 t + β8・群馬県人口 t  + β9・外国人数 t 
+ β10・日本の ODA t + β11・日本の技術協力 t + εt 
＊t ＝ 1993,…… ,2010 
 
 本分析において「群馬県の国際協力事業費」として扱うのは、第 3 章で取り上げた「県
民の特性を生かした協力の推進」事業費である。また、前章のモデルに加えて「日本の技
術協力予算41」を新たな説明変数として用いる。「日本の技術協力予算」は、群馬県の「国
際協力事業費」に対してプラスの相関を持っていることを想定している。他の説明変数に
関しては、先ほどの図表 6-1 と同様の相関があると思われる。 
 
 
 
41 「日本の技術協力予算」に関する説明と具体的なデータは、本論文の最後に資料として掲載してある。 
7.2 説明変数の候補の絞り込み 
 もちろん、サンプル数が 18 年分しかない中で、これらの 11 変数を全て含めたモデルを
考えることはしない。そこで、実際に分析に用いる説明変数の絞り込みを行なう。 
 具体的には、第 6 章で除外した「県債発行額」「公債費比率」「一般会計予算」に関して
は、同様の理由で今回も除外することにする。更に、「日本の ODA 予算」を除外する。な
ぜならば、今回の分析で新たに加えた「日本の技術協力予算」は「日本の ODA 予算」に
内包されているため、両者は強い相関を持っており、重回帰分析の説明変数として同時に
用いるのは不適当だと考えたからである。 
 結局のところ、今回の重回帰分析で用いる説明変数は、下記の 7 つである。 
 
県内 GDP（名目） 
      県内 GDP 成長率（実質） 
     県債発行額（臨財債を除く、対歳入総額比） 
      自主財源比率 
     群馬県の人口 
       外国人登録者数 
       日本の技術協力予算 
 
7.3 重回帰分析 
 変数増加法で、説明変数の F 値（ｔ値の二乗）が 2 以上のものに関して、F 値が高い順
にモデルに加えていった結果、「県内 GDP」「日本の技術協力予算」の 2 変数が採択され
た。推定結果は下記の通りである。 
 
 
国際協力事業費 ＝ －366036 + 0.000040 県内 GDP + 0.000336 日本の技術協力予算 
（-4.451） （3.160）     （2.917） 
 
R2 ＝ 0.7275 補正 R2 ＝ 0.6911 
s ＝ 12254 DW ＝ 0.8912 
 
※有意水準は 5% 
※R2 は決定係数を、補正 R2 は自由度調整済決定係数を表している。また s は標準誤差、
DW はダービン＝ワトソン統計量である。 
※（）内の数値は、各推定値の t 値である。 
※回帰モデルの F 検定は有意である。 
※正の系列相関が発生している。 
※各推定値の t 値は絶対値が十分に大きく、すべて有意である。 
 
 
 例えば県内 GDP が 1000 億円増加すると、群馬県の国際協力事業費は 400 万円増加す
ることになる。また、日本の技術協力予算が 100 億円増加すると、群馬県の国際協力事業
費は 336 万円増加することになる。なお、「県内 GDP」の回帰係数に関しては有意水準 1%
でも有意である。 
 しかしながら、自由度調整済決定係数は 0.6911 で、モデルの説明力は決して高いとはい
えない。また、正の系列相関が発生しており、必要な説明変数が不足している可能性が高
い。 
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 さて、群馬県における国際協力事業費の推移を説明するために、先ほどのモデルでは系
列相関が確認されてしまった。そこで、系列相関がないモデルの導出を試みる。具体的に
は、X1～X11 の全てを用いて、「変数増減法」で変数選択を行なう。この方法では、まず
は説明変数が 1つも含まれないモデルからスタートして、有意性が最も高い変数を選出し、
その F 値（t 値の二乗）が 2 以上の場合に説明変数として採用する。その後、既にモデル
に含まれている変数のうち、F 値が 2 を下回るものがあればそれを除外することになる。
その結果を示したものが、図表 7-1 である。 
 図表 7-1 における変数選択の過程を少し説明する。まず 1 回目の変数選択では、F 値が
最も大きい「県内 GDP」が説明変数として採用され、2 回目の変数選択では、同様に F
値が最大の「日本の技術協力予算」が採用された。しかしながら、3 回目の変数選択では、
F 値が最大の「一般会計予算」を採用したところ、既にモデルに含まれている「県内 GDP」
のＦ値が 2 を下回ってしまった。そこで、「県内 GDP」を取り除いたモデルを考えると、
「日本の技術協力予算」「一般会計予算」は共に、F 値が十分に大きな値となった。 
 このような方法で変数の採用・除外を繰り返していった結果、変数選択は 7 回目で終了
した。モデルの決定係数や、各回帰係数の t 値、系列相関の有無などから判断して、「6 回
目 B」の 4 変数モデルが、最も適当なモデルであると考えられる。推定式は下記の通りで
ある。 
 
 
国際協力事業費 
 ＝ －214593 + 0.000247 一般会計予算 － 1.3547 外国人登録者数 
 + 796008 公債費比率 + 428048 県債発行額比率 
 
 
モデルの自由度調整済決定係数は 0.9173 と非常に高く、系列相関も否定される。各回帰
係数の t 値も大きく、たとえ有意水準 1％という厳しい基準で見ても、その値は有意であ
る。このモデルによると、例えば「一般会計予算」が 100 億円増えると、県の国際協力支
出は 250 万円増加することになる。 
 一方で、「外国人登録者数」「公債費比率」「県債発行額比率」の符号は当初の予想（図
表 6-1 を参照）とは逆であり、一見して不可解な結果になっている。このうちの「県債発
行額比率」に関しては、「6.7 まとめ」と同様の理解が出来るかも知れない。つまり、県
債発行額が大きいということは、県が「強気の財政」を打ち出しているという状況の裏返
しであり、国際協力事業などの「裁量的事業」の支出が大きくなる、という仮説である。 
 
 
 
 
図表 7-1：群馬県の国際協力事業費に関する、重回帰分析の結果（変数増減法） 
 
DW 統計量 
変数選択  
県内 GDP
日本の 
技術協力予算
一般会計
予算 
外国人 
登録者数 
公債費比率
県債発行額
比率 
県内 GDP
成長率 
補正 R2
系列相関の有無
回帰係数     0.000266 -1.5041 732374 353844 -129373 2.2844  
7 回目 
ｔ値     9.76 -4.92 4.07 4.09 -1.80 
0.9294 
未決定 
回帰係数     0.000247 -1.3547 796008 428048   1.9639  B 
ｔ値     9.08 -4.26 4.17 5.20   
0.9173 
なし 
回帰係数   0.000000 0.000247 -1.3544 796215 428448   1.9636  
6 
回 
目 A 
ｔ値   0.00 7.74 -3.92 3.72 2.44   
0.9104 
未決定 
回帰係数   0.000285 0.000220 -1.6771 524017     2.0038  
5 回目 
ｔ値   3.71 6.26 -4.47 2.44     
0.8762 
なし 
回帰係数   0.000247 0.000183 -0.9984       1.4335  
4 回目 
ｔ値   2.82 4.95 -3.40       
0.8323 
未決定 
回帰係数   0.000361 0.000166         0.8130  B 
ｔ値   3.42 3.47         
0.7145 
正の系列相関 
回帰係数 0.000019 0.000327 0.000110         0.9157  
3 
回 
目 A 
ｔ値 0.99 2.95 1.49         
0.7142 
正の系列相関 
回帰係数 0.000040 0.000336           0.8912  
2 回目 
ｔ値 3.16 2.92           
0.6911 
正の系列相関 
回帰係数 0.000060             0.8655  
1 回目 
ｔ値 4.63             
0.5462 
正の系列相関 
 
※補正 R2 とは、自由度調整済決定係数のことである。 
※回帰モデルの F 検定は、すべて有意である。 
※有意水準 ％で、 値の絶対値がt分布表の値よりも小さい場合を5 t 太字（下線付き）で表記している。 64
 
7.4 まとめ 
 この章では自治体の国際協力事業について、都道府県にとっての「分相応」な実施規模
を判断するための基準となる指標を探ってきた。具体的には、群馬県の「国際協力事業費」
の時系列データを被説明変数にした重回帰分析を行い、どのような説明変数を用いたモデ
ルの説明力が高くなるかを検討してきた。 
 分析結果としては、モデルの決定係数と、各回帰係数の有意性、系列相関の有無から判
断して、「一般会計予算」「外国人登録者数」「公債費比率」「県債発行額比率」の 4 変数モ
デルが最も適当であると考えられた。 
 
 
国際協力事業費 
 ＝ －214593 + 0.000247 一般会計予算 － 1.3547 外国人登録者数 
 + 796008 公債費比率 + 428048 県債発行額比率 
 
 
このモデルによると、「一般会計予算」が 100 億円増えると県の国際協力支出は 250 万円
増加することになる。ここから「都道府県の国際協力事業費は、各自治体の予算規模に比
例する」という仮説が立てられる。しかしながら第 5 章で見た通り、国際協力事業費の対
一般会計予算比率は、群馬県と神奈川県とでは大きな隔たりがあった。ここから「『限界
国際協力事業費42』は、一般会計予算の規模が大きくなるほど逓増する」という仮説が立
てられる。本論文で実施した分析は「線形回帰モデル」のみであるため、今後の研究課題
としては、非線形回帰分析が重要になってくると思われる。 
 ところで第 6 章では、群馬県における「国際化関連事業」の規模は「県内 GDP」によ
影響を受ける、という仮説が導かれた。それに対して、群馬県の「国際協力事業」の場合
は、「県内 GDP」ではなく「一般会計予算」の影響をより強く受ける、という結果が本章
では示された。この違いはどのように解釈すれば良いのであろうか。 
 仮説としては、「事業規模」の違いが考えられる。つまり、群馬県の「国際化関連事業」
は事業規模がかなり大きく、群馬県全体の経済状況を表す「県内 GDP」の影響を受ける。
それに対して「国際協力事業」の規模は比較的に小さいため、県全体の経済状況よりも、
県の一般会計予算の影響を強く受けているのではないかと推察される。 
 
 また、「外国人登録者数」「公債費比率」「県債発行額比率」の符号は当初の予想（図表
6-1 を参照）とは逆であり、一見して不可解な結果になっている。このうちの「県債発行
額比率」に関しては、「6.7 まとめ」と同様の理解が出来るかも知れない。つまり、県債
発行額が大きいということは、県が「強気の財政」を打ち出しているという状況の裏返し
であり、国際協力事業などの「裁量的事業」の支出が大きくなる、という仮説である。 
 しかしながら、県内の「外国人登録者数」が増えるほど、また「公債費」が減少するほ
ど国際協力支出が減少するという結果は、どのように理解すれば良いのであろうか。原因
としては、説明変数間に相関があり、多重共線性が発生している可能性がある。次ページ
の図表 7-2 は、回帰式に含まれる変数に関して散布図行列を作成したものである。特に「外
国人登録者数」「公債費比率」「県債発行額比率」には、かなり明確な相関関係がみて取れ
る。今後の研究課題としては、変数選択を工夫することで、こうした多重共線性の影響を
取り除いた分析が重要になってくると思われる。 
 
                                                  
42 一般会計予算が 1 円増加したとき、国際協力事業費が何円分増加するか、という指標のこと。 
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 結論として、群馬県における国際協力事業の規模は、｢一般会計予算｣や「県財政の強気
度」と高い相関があると思われる。県の国際協力事業を「量」的に評価するためには、こ
れらの財政指標を考慮に入れることが重要であろう。なお、具体的な評価の方法に関して
は、第 8 章で改めて検討する。 
 
 
図表 7-2：散布図行列 
 
国際協力 
事業費 
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第 8 章 おわりに 
8.1 本論文のまとめと考察 
8.1.1 地方自治体の国際化関連事業について 
 本論文の締めくくりとして、この章ではこれまでの分析のまとめを行う。本論文の目的
は、地方自治体の国際化関連事業に関して、「質・量」両面からの評価基準を考えるため
に、その第一歩を踏み出すことであった。事業の「質的評価」に関する本論文での定義は、
事業の目的や目標がどの程度まで達成されているかを判断することである。また「量的評
価」の定義は、事業の実施規模が適正な水準にあるか、過大（過小）ではないかを判断す
ることである。 
 まず、事業の「質」に関する評価基準を考えるために、国際化関連事業の目的の明確化
を試みた。なぜならば、事業評価における「質」的な指標を考えるためには、まずは事業
の目的を明確に定義する必要があるからである。その上で、目的がどの程度まで達成され
ているのかを判断することこそが、事業の「評価」であると筆者は考えている。本論文で
は特に、群馬県のケースを通じて、全国の自治体に関する仮説の構築を目指してきた。 
 第 3 章では、群馬県の国際化関連事業全体に着目し、事業目的の明確化を試みた。群馬
県の国際化関連事業には、「人材育成」「多文化共生」「国際交流」「国際協力」「基盤整備」
という 5 つの目的があり、中でも「人材育成」「国際交流」に対するウェイトが高くなっ
ている。本論文の問題意識である、「事業評価基準の構築」を考えるならば、「人材育成」
や「国際交流」の「質」を測定できるような指標が重要となってくるように思われる。 
 
 次に、事業の「量」に関する評価基準を考えるために、自治体における国際化関連事業
の規模が、どのような要因によって決定されているのかを探った。国際化関連事業は、全
ての県が毎年必ず実施をすべき、という「義務的事業」ではない。各県がそれぞれの状況
に応じて、分相応な規模で行なう「裁量的事業」であるべきだと筆者は考える。各県にと
っての「分相応」な事業規模を判断するためには、どのような指標が有効なのであろうか。 
 第 5 章では群馬県と神奈川県の比較を行なった。両県における国際化関連の事業規模に
は大きな隔たりがあるが、県民一人当たりの負担額で見ると、おおよそ 200～300 円の金
額で、似たような水準であった。一方で、一般会計予算に占める割合は、神奈川県の方が
明らかに大きかった。ここから、「自治体における国際化関連事業の規模は、県内の人口
に比例する」「予算規模が大きいほど、国際化関連事業費の対一般会計予算比率は大きく
なる」という仮説が導かれた。 
 第 6 章では、群馬県の国際化関連事業費を被説明変数とした回帰分析を行った。結果と
しては、「県内 GDP」「県債発行額比率」と正の相関があることが分かった。「県内 GDP」
に関しては、県内の経済状況が上向くほど、国際化関連支出は増加するという仮説が立て
られる。一方で、「県債」とは県の借金であり、それが増加するほど国際化関連支出も増
える、というのは一見して不可解な結果となっている。この点については、「『県債発行額』
は県財政の『強気度』を示す代理変数であり、国際化関連支出は県財政の『強気度』と高
い相関があるのではないか」という、筆者なりの解釈を行なった。 
 国際化関連事業が、各県にとっての「裁量的事業」であるならば、第 5 章と第 6 章で導
かれた仮説は極めて自然で、違和感がないように思われる。自治体における国際化関連事
業を「量」的に評価する場合には、このような経済・財政指標を重視するべきである。 
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8.1.2 地方自治体の国際協力事業について 
 第 3 章で導かれた仮説は、裏を返せば「群馬県の国際化関連事業において、『国際協力』
の重要性は低い」という論調にもなりうる。しかし現実として、群馬県における国際協力
事業は、年々規模が縮小しているものの、今日でも廃止されることはなく継続的に実施さ
れている。事業の「質」を高めるためには、評価の仕組みが不可欠である。群馬県の国際
協力は、どのような目的のもとで実施されているのであろうか。それを知らずして、事業
の評価基準を考えることは出来ない。 
 ところが、自治体の国際協力の目的を明らかにすることは一筋縄ではいかない。そもそ
も自治体の役割とは、住民サービスの提供や警察・消防などの広域政策の実施であり、海
外の途上国を支援する「義務」はないのである。 
 そこで、第 4 章では群馬県の国際協力事業について、群馬県ならではの独自性や傾向を
調べた。もし仮に「群馬県ならではの傾向」が明確に存在していれば、「群馬県の国際協
力は何らかの『目的』に基づいて実施されている」という仮説を立てることが可能になる
と考えたからである。また、第 5 章では神奈川県との比較を行ない、明らかになった傾向
が群馬県に特有のものなのか、あるいは全国の都道府県に共通のものなのかを検討した。 
 これらの分析から、自治体の国際協力事業は、基本的には「アジア重視」という傾向が
あり、それに加えて自県との関係が深い国に対しても重点的な事業を行なっているという
仮説が導かれた。また、協力分野に関しては「教育・訓練」などの分野を重視しているが、
それに加えて、各県が自らの強みを生かせる分野に注力をしていると思われる。例えば、
国際協力の分野に関して、群馬県は「教育・訓練」「農業」に注力しているのに対して、
神奈川県は「教育・訓練」「貿易」のウェイトが高い。また、対象国に関しては両県とも
「アジア重視」の傾向があるが、神奈川県は中国に対して重点的に事業を行なっている43
のに対し、群馬県には中国向けの事業はほとんど存在しない。また、群馬県の場合はアジ
アに加えて、南米向けの事業にも力を入れている44。 
                                                 
 結論として、地方自治体が国際協力事業を推進することの必要性（目的）についての、
明確な答えは得られなかった。しかしながら、事業内容を見ると、県としての独自性があ
る程度は表れている。独自の傾向が存在する以上、自治体の国際協力事業は単なる「ODA
の規模縮小版」ではなく、県として何らかの独自の目的を持って実施されているのだと考
えることが出来る。自治体の国際協力事業の「質」を評価するために、今後はその目的に
関する更なる考察が重要になってくるであろう。 
 
 また、国際協力の「量」的評価を考えるために、第 7 章では、群馬県の国際協力事業費
を被説明変数とした回帰分析を行った。県にとっての、「分相応」な国際協力の実施規模
を判断するための指標を明らかにすることを狙ってのものであった。結果として、「一般
会計予算」「公債費比率」「県債発行額比率」とは正の相関が、「外国人登録者数」とは負
の相関があることが分かった。「一般会計予算」の規模が大きくなるほど国際協力支出が
大きくなるというのは、極めて理にかなった結果である。また、「県債発行額」に関して
は、前ページと同じ解釈が出来るかも知れない。つまり、県財政の「強気度」が高いほど
国際協力支出は大きくなる、という仮説である。一方で、「公債費比率」や「外国人登録
者数」に関しては、一見して不可解な結果となってしまった。 
 このように、自治体の国際協力事業の評価基準に関しては、「質・量」ともに、明確な
指針を示すことが出来なかった。この点に関しては、今後の研究課題として更なる分析を
続けていかなければならない。 
 
43 あくまでも筆者の推測であるが、神奈川県の「中国重視」の傾向に関しては、横浜の中華街の存在が
関係しているかも知れない。 
44 群馬県の「南米重視」の傾向は、群馬県とブラジルとの関係の深さによるところが大きいと考えられ
る。群馬県では、日系ブラジル人の移民を数多く受け入れている。 
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8.2 関係各所への提言 
8.2.1 各都道府県への提言 
 第一に、各都道府県は、国際化関連事業や国際協力事業の目的を明確にし、それを県民
に分かりやすく示す必要があると筆者は考える。第 3 章や第 4 章では、群馬県における国
際化関連事業の実施傾向を見てきたが、新規事業の数が少ないのに対して、前年度までの
事業が引き続き実施されているケースが非常に多い。かなり穿った見方ではあるが、人に
よっては、前年度までの事業が惰性で継続されているのではないか、と受け取られること
もありうる。今一度、事業の目的という部分に立ち返り、県が国際化を推進する意義や必
要性という部分を見つめなおして欲しい。その上で、事業を効率的に行なうための評価の
仕組みを構築していく必要がある。逆に言えば、国際化関連事業の必要性を明確に打ち出
せないのであれば、地方の財政難が続く中で予算が縮小されていくことも止むを得ない。 
 そして第二に、県内の各部署が行なっている国際化関連事業について、県の国際化を担
当する部署は可能な限り正確に把握し、その情報を県民に公開するべきである。本論文で
は「事業目的が明確化されていない」ために事業評価が行えない、という論調で議論を進
めてきた。しかし、たとえ事業目的が明らかにされ、評価基準が確立されたとしても、各
部署でばらばらに行なわれている事業を誰かが正確に把握していなければ、実際に評価を
行なうことはできない。筆者が事業内容に関する情報収集・整理を行なった中で、例えば
事業名や実施の部署が数年の間で変更になるケースもしばしば見受けられた。そうした情
報を正確に把握して、継続的に情報公開していく姿勢が重要になってくるであろう。 
 
8.2.2 総務省への提言 
 「5.4 まとめ」で試算したように、全国の都道府県を合計すると、おおよそ 20 億円規
模の国際協力事業が行われている。総務省（自治行政局など）は、全国の自治体において
行なわれている国際化関連事業に関する情報を収集し、その全体像に関する情報公開を行
なうべきである。本論文では、特に群馬県のケースに着目をしたが、全国の都道府県では
どのような傾向で国際化関連事業が行なわれているのかは、未だ明らかになっていない。
総務省が全国の都道府県に対してヒアリングやアンケート形式の調査を行い、その結果を
公開することで、自治体による国際化関連事業の全体像を踏まえた議論が可能になるであ
ろう。 
 
8.2.3 外務省への提言 
 外務省は、日本における国際協力のあり方を考える上で、自治体の取り組みを考慮に入
れた議論を進める必要がある。具体的には、技術協力の分野において自治体が有する強み
を活用することなどが考えられる。また、自治体の国際協力事業の内容は国が行なう ODA
と極めて近い性格のものであり、ODA予算を自治体の事業に活用できる仕組みの整備を、
より一層推進していくべきである。 
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8.3 今後の研究課題 
8.3.1 国際化関連事業に関する今後の研究課題 
 国際化関連事業を評価するためには、「人材育成」や「国際交流」の「質」を測定でき
るような指標が必要だと本論文では結論付けている。しかし、「人材育成」や「国際交流」
の度合いを、具体的にはどのような方法で計測するのかについての議論は、まだ一切なさ
れていない。本節では、具体的な評価の指標に関して筆者なりの提案を行なう。 
 「人材育成」に関しては、例えば県内の学生の語学力や、海外への留学者数などが一つ
の指標になるかも知れない。ではそれに対して、「国際交流」の成果はどのように計測す
れば良いのであろうか。第 3 章で取り上げた「群馬県国際化推進プラン」によると、県が
国際交流を推進することのメリットとして、下記のような点が挙げられている。 
 
国際交流を通じて、異なった国や地域の歴史、文化、生活、習慣、価値観を学び、
相手方を理解、尊重し、しかも、自分の考えを明確に伝えられる、国際社会にふさ
わしい、主体性と多元的な思考を備えた県民が育成される。 
 
（引用文献：群馬県生活文化部国際課「群馬県国際化推進プラン」『ぐんまの国際化の現
状 平成 7 年度版』、1996 年、p.3） 
 
つまり、少なくとも群馬県においては、国際交流を通じた「人材育成」という目的意識が
強いのである。また、3.4.4 の「グローバルな交流の推進（国際交流）」で見たように、群
馬県の国際交流には「人材交流」「文化交流」「経済交流」という 3 本柱があった。「人材
交流」と「文化交流」を通じて豊かな県民性を醸成すると共に、輸出促進やインバウンド
観光45誘致などの「経済交流」を通じて、県内経済の活性化を実現しようとする意図が読
み取れる。 
 結局のところ、群馬県における国際交流レベルを測定するためには、「人材育成」と「県
内経済の活性化」という 2 つの視点が有効であると思われる。なお、ここでいう「人材育
成」とは、例えば語学力や海外留学といった単純な話ではなく、文化交流や人材交流を通
じた、豊かな県民性に通じる概念でなければならない。また「県内経済活性化」に関して
は、例えば県内への観光客数や、県特産品の輸出額などを用いて事業の評価が行えるかも
しれない。 
 
 しかしながら、「豊かな県民性」というのは依然として非常に抽象的な表現であり、具
体的な指標で測定することは難しい。自治体における「国際交流」の目的について、より
一層の明確な基準を考えることこそが、今後の研究課題となってくる。また、これらはあ
くまでも群馬県における傾向ではあり、全国の都道府県においてどのような傾向が存在す
るのかは、未だ明らかになっていない。これについても、今後は更なる研究を進めていか
なければならない。 
 
 
                                                  
45 外国人による訪日観光のこと。 
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 また、国際化関連事業の「量」的な評価基準を考えるための分析も、未だ不十分である。
本論文では群馬県の国際化関連事業の規模の決定要因を探るために、回帰分析を行った。
しかしながら、いくつかの説明変数に関しては、回帰係数の符号が仮説とは逆になるなど、
不可解な結果も見受けられた。変数選択を工夫するなど、多重共線性を回避する方法を考
えなくてはならない。 
 更に、将来的には他県のデータを組み合わせ、クロスセクション分析やパネルデータ分
析を行う必要がある。各県の間で「競争原理」を働かせるためにも、全国の都道府県で通
用する基準の存在が重要になってくるであろう46。 
 具体的な評価方法としては、全都道府県における国際化関連支出の決定要因を明らかに
し、その回帰モデルを特定の県に当てはめる方法が考えられる。これにより、自県の国際
化関連支出が、全国平均と比べて過大であるか過小であるかが判断できるはずである。 
 
8.3.2 国際協力事業に関する今後の研究課題 
 国際協力事業に関しては、本論文においてその実施目的を明らかにすることは出来なか
った。しかしながら、各都道府県においてある程度は独自性のある事業が実施されている
以上は、その背後に何らかの目的が存在していると考えられる。今後の研究課題としては、
その目的を明確に把握することが重要になってくるであろう。それを抜きにして、国際協
力事業の「質」的評価基準を考えることは出来ない。 
 また、自治体の国際協力事業を「量」的な側面から評価するためには「国際化関連事業」
と同様の手法が適用可能であると思われるが、今後は群馬県だけにとどまらず、各県のデ
ータを用いたクロスセクション分析やパネルデータ分析を行っていく必要がある。 
 
8.3.3 その他の研究課題について 
 国際化関連事業に限らず、一般的に事業の決定は「政治」「経済」の双方から影響を受
けると思われるが、本論文においてはあくまで「経済（財政を含む）」だけに着目し、「政
治」に関する議論は一切取り上げなかった。 
 今後の研究課題としては、自治体の「政治」的要素に着目する必要があるかも知れない。
具体的には、例えば地方議会における政党ごとの議席数の変化や、自治体の首長の変遷な
どを考慮に入れた分析を行なう必要があると思われる。 
 
 
 
                                                  
46 国際化関連事業の「質」に関しては、各自治体によって重視するポイントが違えば、直接的な比較は
難しいかも知れない。しかしながら「量」的な評価に関しては、全国の都道府県を同一の基準で比較し、
競争原理を働かせることも可能であると筆者は考える。評価の基準を明確にすることで、財政規模が異な
る都道府県（例えば、東京都と群馬県など）の間でも、国際化関連事業の「量」的比較が可能になるかも
知れない。具体的には、例えば「対県内 GDP 比率」で比較する、といった手法が考えられる。 
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資料 1 
平成 20 年度 国際化関連事業一覧47 
 
①国際社会にふさわしい人づくり 
 
小分類 事業名 当初予算 
国際理解の普及啓発活動 小・中学生のための国際理解講座 103
国際理解の普及啓発活動 英語メールマガジンの発行 252
国際理解の普及啓発活動 図書館ボランティア活動事業 0
学校教育の国際化の推進 語学指導等を行う外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム） 7228
学校教育の国際化の推進 外国語指導助手招致 4747
学校教育の国際化の推進 高校生海外語学研修 698
学校教育の国際化の推進 群馬県米国最先端科学技術研修事業 1427
学校教育の国際化の推進 いきいき高校生海外派遣 2766
学校教育の国際化の推進 外国語指導助手招致 110664
   
地域リーダーの育成 群馬県青少年国際交流支援事業 1200
地域リーダーの育成 内閣府青年国際交流事業 0
地域リーダーの育成 明石塾 1626
地域リーダーの育成 農業研修生海外派遣 13
地域リーダーの育成 群馬県国際農業者協会活動費補助 160
地域リーダーの育成 カンボジア派遣（ぐんま未来塾） 1477
自治体職員の人材育成 自治体国際化協会海外事務所派遣 0
自治体職員の人材育成 多文化共生ソーシャルワーカー育成 525
自治体職員の人材育成 県職員採用試験における英語資格加点 0
自治体職員の人材育成 警察官海外研修 500
 合計 133386
 
※事業費の単位は（千円） 
 
                                                  
47 『ぐんまの国際化の現状 平成 20 年度版』に掲載されている全ての国際化関連事業に関して、筆者
がその内容を個別に確認し、施策体系に基づく分類を行なったものである。 
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②外国人にも住みやすい地域づくり 
 
小分類 事業名 当初予算
情報提供、相談体制の充実 ポルトガル語通訳事業 494
情報提供、相談体制の充実 国際ライブラリーコーナーの設置 0
   
県政に外国人の意見を反映 多文化共生地域別シンポジウム 492
   
医療、保険、福祉社会保障施策の充実 医療通訳ボランティア養成事業 120
医療、保険、福祉社会保障施策の充実 多文化共生社会構築支援システム運営管理 378
医療、保険、福祉社会保障施策の充実 外国人に対する保健衛生対策 0
医療、保険、福祉社会保障施策の充実 外国人学校児童生徒の健康診断 0
交通、防災、治安、防犯施策の充実 群馬県警察多文化共生事業 5000
交通、防災、治安、防犯施策の充実 国際連絡員の配置 6209
交通、防災、治安、防犯施策の充実 外国人講師による英会話授業 578
交通、防災、治安、防犯施策の充実 国際連絡協議会事業 0
教育、保育施策の充実 外国人学校支援事業（エスコラぐんま） 0
教育、保育施策の充実 外国人相談窓口設置事業 525
教育、保育施策の充実 産業技術専門校での技能習得 0
就労、住宅施策の充実 外国人労働者定着支援プログラム 476
就労、住宅施策の充実 外国人労働相談 0
就労、住宅施策の充実 企業向け外国人留学生採用セミナー 98
就労、住宅施策の充実 外国人留学生と外国人社員との交流会 115
就労、住宅施策の充実 企業と外国人留学生をつなぐ交流会 671
 合計 15156
 
※事業費の単位は（千円） 
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③グローバルな交流の推進 
 
小分類 事業名 当初予算 
近隣諸国との交流促進 内閣府東南アジア青年の船事業受入 0
   
文化交流の促進 草津夏期国際音楽アカデミー＆フェスティヴァル 30000
文化交流の促進 ブルキナファソ発素顔の子どもたち写真展 0
文化交流の促進 中国女性代表団招へい事業 1203
文化交流の促進 群馬県女性団派遣事業 952
文化交流の促進 シンポジウム「ぐんまの食卓・世界の食卓」（単年度） 1000
文化交流の促進 高校生国際文化交流事業（単年度） 0
文化交流の促進 国際交流による地域文化活性化事業（単年度） 23710
教育・学術交流の促進 中国研修医受け入れ 2854
教育・学術交流の促進 中国陝西省研修医の受入 0
教育・学術交流の促進 国際天文年記念事業 40
教育・学術交流の促進 短期研究員受入 112
教育・学術交流の促進 共同観測研究 100
   
経済交流の促進 農産物輸出促進    （H16～） 1000
経済交流の促進 農林水産物等輸出促進支援(国庫補助） 0
中小企業の国際化支援 貿易・投資相談事業費補助 341
中小企業の国際化支援 地場産業活性化総合支援事業補助金総合宣伝事業 14480
国際観光の振興 北関東磐越五県広域観光推進協議会 1000
国際観光の振興 在日外国人誘客事業 430
国際観光の振興 訪日教育旅行促進協議会 1405
国際観光の振興 海外キャラバン事業 2771
国際観光の振興 「YOKOSO!JAPAN トラベルマート」 100
国際観光の振興 群馬国際観光特使 303
 合計 81801
 
※事業費の単位は（千円） 
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④世界の平和と繁栄に協力 
 
小分類 事業名 当初予算
国際協力活動の普及・啓発 群馬県国際交流賞 52
国際協力活動の普及・啓発 青年海外協力活動促進事業 75
県民の特性を生かした協力の推進 アジア農業高校留学生交流事業 22446
県民の特性を生かした協力の推進 JICA 草の根技術協力事業 7949
県民の特性を生かした協力の推進 アジア農業高校留学生 3
県民の特性を生かした協力の推進 基礎級技能検定 0
県民の特性を生かした協力の推進 
ジョイセフ（家族計画国際協力事業団）事業 
「より安全な妊娠と出産戦略アジア地域ワークショップ」 
(単年度) 
0
   
世界平和への貢献 核兵器廃絶平和県宣言啓発事業 127
世界平和への貢献 北方領土返還要求群馬県推進連絡協議会補助 80
世界平和への貢献 群馬県ユネスコ連絡協議会運営費補助 150
世界平和への貢献 08 関東ブロックユネスコ活動研究会 in 群馬（単年度） 200
 合計 31082
 
※事業費の単位は（千円） 
 
⑤国際化推進のための基盤整備 
 
小分類 事業名 当初予算
県、市町村の組織強化と 
職場環境の整備 
地域国際化支援 
0
県、市町村の組織強化と 
職場環境の整備 
群馬県パスポートセンターの運営 
（東毛、西毛、吾妻、利根沼田の各パスポートセンターを含む） 
80081
   
関係団体とのネットワーク強化 海外移住家族連絡活動事業 83
関係団体とのネットワーク強化 国際関係情報収集・提供事業  0
広報活動の推進 ＦＭぐんま情報トッピング 19903
 合計 100067
 
※事業費の単位は（千円） 
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資料 2 
第 6 章での回帰分析に用いた変数の説明 
（実際に用いたデータは、説明の最後に掲載してある） 
 
①県内 GDP（名目） 
 平成 12 年基準48のデータを用いた。1996～2009 年度は確報値、2010 年度は速報値。
1995 年度以前は平成 12 年基準のデータが存在しないため、内閣府の県民経済計算より平
成 7 年基準のデータを入手し、成長率をもとに擬似的に平成 12 年基準のデータを算出し
た。 
 
群馬県 県民経済計算 
http://toukei.pref.gunma.jp/pec/index.html 
群馬の県内総生産(GDP)四半期速報 
http://toukei.pref.gunma.jp/gqe/index.html 
内閣府 県民経済計算 
http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/sonota/kenmin/kenmin_top.html 
 
 
②県内 GDP 成長率（実質） 
 平成 12 年基準のデータを用いた。1996～2009 年度は確報値、2010 年度は速報値。1995
年度以前は平成 12 年基準のデータが存在しないため、内閣府の県民経済計算より平成 7
年基準のデータを入手し、その数値を用いた。 
 
群馬県 県民経済計算 
http://toukei.pref.gunma.jp/pec/index.html 
群馬の県内総生産(GDP)四半期速報 
http://toukei.pref.gunma.jp/gqe/index.html 
内閣府 県民経済計算 
http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/sonota/kenmin/kenmin_top.html 
 
 
③県債発行額（臨財債除く、対歳入総額比） 
 歳入における、県債発行額の割合。県債発行額は、群馬県統計年鑑における「一般会計
歳入決算額」の値を用いた。臨時財政対策債は除いてある。臨時財政対策債の発行額は、
2001～2007 年度は群馬県個別統計の「地方債の状況(現在高)」の値を、2008～2010 年度
は、群馬県の財政 HP の情報をそれぞれ用いた。歳入総額は、群馬県統計年鑑における「一
般会計歳入決算額」を用いた。 
 
群馬県統計年鑑 
http://toukei.pref.gunma.jp/nenkan/index.html 
群馬県個別統計 
http://toukei.pref.gunma.jp/arch/toukei.html 
群馬県の財政 
http://www.pref.gunma.jp/cate_list/ct00000273.html 
 
                                                  
48 GDP の名目値は、産業連関表などの各種基礎統計を元に算出されている。「平成 12 年基準」の名目
GDP は平成 12 年までの産業連関表が反映されており、「平成 7 年基準」の名目 GDP には平成 7 年まで
の産業連関表が反映されている。当然ながら、両者の値は微妙に異なっている。 
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④自主財源比率 
 歳入における自主財源の割合。群馬県統計年鑑より「一般会計歳入決算額」のデータを
入手し、その中で自主財源が占める割合を計算した。具体的には、下記の通りである。 
自主財源：県税、地方消費税清算金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、 
財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入 
依存財源：地方譲与税、地方特例交付金県債、地方交付税、 
交通安全対策特別交付金、国庫支出金、県債 
 
群馬県統計年鑑 
http://toukei.pref.gunma.jp/nenkan/index.html 
 
 
⑤県債残高（対歳入総額比） 
 地方債の残高が、歳入総額の何倍かを示す指標。県債残高は、群馬県 HP の発表資料に
掲載されている値を使用した。臨時財政対策債の残高は除いている。歳入は群馬県統計年
鑑における「一般会計歳入決算額」を用いた。 
 
群馬県 県債残高の推移 
http://www.pref.gunma.jp/contents/000147252.pdf 
群馬県統計年鑑 
http://toukei.pref.gunma.jp/nenkan/index.html 
 
 
⑥公債費（対歳出総額比率） 
 地方債の返済による公債費が、歳出総額に占める割合。公債費と歳出総額は、2009 年
度までは群馬県統計年鑑の「一般会計歳出決算額」より入手。2010 年度のデータは、群
馬県の財政 HP より入手した。 
 
群馬県統計年鑑 
http://toukei.pref.gunma.jp/nenkan/index.html 
平成 22 年度一般会計決算の概要 
http://www.pref.gunma.jp/07/a2100126.html 
 
 
⑦一般会計予算 
 群馬県の HP に記載されているデータを用いた。 
 
群馬県 予算と決算の移り変わり 
http://www.pref.gunma.jp/07/a2110059.html 
 
 
⑧群馬県の人口 
 2009 年度までは、群馬県統計年鑑の「都道府県別人口推移」より入手。2010 年度のデ
ータは、国勢調査による。 
 
群馬県統計年鑑 
http://toukei.pref.gunma.jp/nenkan/index.html 
総務省統計局「平成 22 年度国勢調査」 
http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/index.htm 
 79
 80
⑨外国人登録者数 
 群馬県で生活する外国人の数。2009 年度までは、群馬県統計年鑑の「国籍別外国人登
録者数」より入手。2010 年度は、法務省「登録外国人統計」による。 
 
群馬県統計年鑑 
http://toukei.pref.gunma.jp/nenkan/index.html 
法務省「登録外国人統計」 
http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_touroku.html 
 
 
⑩日本の ODA 予算（純額） 
 OECD/DAC が公表している ODA の資料は、「単位がドル」「年度ではなく暦年」といっ
た不都合があるので、『政府開発援助（ODA）白書』に掲載されている、「政府開発援助事
業予算[政府全体]（純額）」を用いた。 
 
外務省『政府開発援助（ODA）白書』 
 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo.html 
 
 
 
 
 
※次ページに、実際に用いたデータを掲載する。 
 
 
第 6 章で用いた時系列データ 
 
  
国際化 
関連 
事業費 
県内 GDP 
（名目） 
県内 GDP
成長率 
（実質） 
県債発行額 
（臨財債除く、 
対歳入総額比）
自主
財源
比率
県債残高 
（対歳入 
総額比） 
公債費
（対歳出
総額比）
一般会計 
予算 
群馬県
人口 
外国人 
登録者数
日本の 
ODA 予算 
（純額） 
1993 389,509 7,482,293,339 -0.65% 10.24% 47.80% 56.68% 10.52% 701,102,000 1999956 22827 1,712,700,000
1994 769,796 7,671,713,242 2.07% 10.80% 47.00% 60.53% 10.23% 746,041,994 2007162 24776 1,730,900,000
1995 867,190 7,795,520,738 2.39% 14.11% 46.30% 69.09% 7.17% 765,555,000 2003540 27200 1,766,500,000
1996 1,006,387 7,919,252,069 1.33% 14.01% 46.90% 77.61% 8.20% 794,248,000 2011046 29475 1,521,000,000
1997 932,423 8,019,314,235 0.79% 15.17% 47.50% 87.43% 8.77% 813,587,356 2017588 32997 1,676,600,000
1998 1,078,086 7,912,167,176 -0.69% 14.54% 50.60% 87.55% 9.15% 842,971,484 2024818 34062 1,389,100,000
1999 993,095 7,986,323,504 3.48% 12.59% 47.60% 92.62% 9.88% 864,889,510 2029569 35835 1,545,200,000
2000 587,404 7,902,154,689 0.86% 11.13% 48.00% 99.41% 10.66% 859,141,000 2024852 38570 1,511,500,000
2001 556,770 7,541,791,524 -3.34% 10.41% 48.30% 103.24% 11.14% 837,997,021 2030663 41327 1,450,000,000
2002 593,198 7,545,373,372 2.06% 11.21% 46.70% 107.48% 11.67% 816,043,894 2032435 41818 1,277,300,000
2003 519,684 7,692,624,694 3.94% 8.70% 48.90% 108.99% 11.94% 797,049,869 2033962 43470 1,157,000,000
2004 383,522 7,531,600,860 0.07% 7.74% 52.80% 108.23% 12.04% 793,596,000 2027362 45375 1,060,700,000
2005 537,914 7,551,673,129 2.13% 6.72% 55.30% 106.66% 11.83% 796,841,430 2024135 45126 1,007,800,000
2006 469,175 7,675,558,536 3.13% 5.60% 59.60% 102.68% 11.16% 797,327,500 2020643 45766 1,136,400,000
2007 453,414 7,643,074,528 0.91% 5.99% 66.00% 100.08% 10.62% 808,010,150 2016173 46878 890,300,000
2008 361,492 7,162,660,505 -4.91% 9.27% 53.70% 121.13% 12.82% 653,731,000 2012275 47985 935,000,000
2009 321,986 7,042,778,192 -2.18% 9.58% 44.40% 110.63% 11.95% 661,073,000 2007019 44906 1,076,400,000
2010 485,329 7,234,278,000 2.97% 6.22% 43.70% 111.89% 12.73% 658,131,000 2008068 43082 1,167,600,000
 
 
※一番左の項目は、もちろん「群馬県の国際化関連事業費」である。 
※金額の単位は全て（千円）で統一している。人数の単位は（人）である。 
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資料 3 
第 7 章での回帰分析に用いた変数の説明 
 
①日本の技術協力予算 
 『政府開発援助（ODA）白書』に掲載されている、「政府開発援助事業予算[政府全体]」
のうち、技術協力に割り当てられている部分のデータを用いた。この数値には、JICA の
事業費も含まれている。具体的なデータは、下記の通りである。 
 
外務省『政府開発援助（ODA）白書』 
 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo.html 
 
 
 
  日本の技術協力予算
1993 311,500,000
1994 334,000,000
1995 355,800,000
1996 376,200,000
1997 388,100,000
1998 376,000,000
1999 379,400,000
2000 379,500,000
2001 377,600,000
2002 360,200,000
2003 334,100,000
2004 313,400,000
2005 310,400,000
2006 301,500,000
2007 298,400,000
2008 325,300,000
2009 344,000,000
2010 325,800,000
 
※単位は（千円） 
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